


 

 

は じ め に 

 
 
少子高齢化と人口減少により、社会の活力衰退が危惧される中、 
将来にわたり活力ある社会を維持していくことや、一人一人が、 
夢や希望を持ち、誰もが輝くことのできる社会を創出するためには、    
性別に関わりなく、互いに人権を尊重し合いながら、個性と能力を 
十分に発揮できる男女共同参画社会の実現への取り組みがより一層 
求められています。 
国においては、平成３０年５月に「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」を

平成３１年４月には、「働き方改革関連法」を施行するなど、女性の活躍推進をはじめとする、

多様な生き方、働き方の実現に向けた環境整備が進められています。そして、令和２年には「第

５次男女共同参画基本計画」が策定され、新型コロナウイルス感染拡大による影響や、デジタ

ル化社会への対応等が進められています。 
神河町では、平成２７年度に「神河町男女共同参画推進計画」を策定して以来、男女共同参

画社会の実現に向けたさまざまな施策を進めてきました。計画期間が令和２年度で終了するこ

とから、今日の社会情勢の新たな課題に対応した男女共同参画の取り組みを推進するため、こ

れまでの取り組みの成果や現状と課題を整理し、住民意識調査・事業所アンケートなども踏ま

え、「第２次神河町男女共同参画基本計画」を策定しました。 
また、本計画には、持続可能な社会の実現のため SDGs の視点を追加しており、計画の推
進にあたっては、SDGsにも意識して取り組んでまいります。 
今後、本計画の基本理念に基づき、住民一人一人が自らの意思により、社会のあらゆる分野

に積極的に参画することができる男女共同参画社会の実現に向け、住民、地域、事業者の皆様

と連携・協働し施策の実施に取り組んでまいりますので、より一層のご理解とご協力をお願い

申し上げます。 
最後に、計画の策定にあたり、貴重なご意見やご協力を賜りました神河町男女共同参画推進

計画策定委員の皆様をはじめ、住民意識調査などで貴重なご意見をお寄せいただきました多く

の住民の皆様に、心から感謝を申し上げます。 
 
令和３年３月  

神河町長 
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序序章章  計計画画策策定定のの背背景景  

１１  神神河河町町のの地地域域特特性性

（（１１））豊豊かかなな自自然然にに育育ままれれるるままちち  

神河町は、兵庫県のほぼ中央に位置するハート型のまちです。面積の８割を山林が占め、千ケ

峰・暁晴山等 1,000ｍ級の山々に囲まれています。中でも峰山高原・砥峰高原は、関西地方でも

有数の高原地帯となっており、自然志向型の都市住民との交流の場となっています。市川、小田

原川、越知川等の河川にはホタルや鮎、アマゴといった清流ならではの生き物が生息し、自然と

ふれあえる快適な環境づくりの整備を進めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（２２））地地域域資資源源をを活活かかししたた産産業業ののああるるままちち  

神河町は、古くは町域の大半を占める山林を利用した農林業を基幹産業として発展してきまし

た。近年では神崎工業団地の開発・企業誘致が完了し、平成 25年には町内の工場適地２か所が

兵庫県産業集積条例の規定により拠点地区に指定されています。 

さらに、峰山高原・砥峰高原等の自然を活かした魅力ある観光地づくりや、銀の馬車道等歴史・

伝統文化が伝わるまちづくり、自然薯、茶、ゆず等の新たな特産品開発を進めるなど、恵まれた

地域資源を活かした地域振興を進めています。 
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（（３３））人人権権尊尊重重ののままちち  

今なお、現実の社会生活においては、同和問題をはじめ、さまざまな人権課題（女性、子ども、

高齢者、障がいのある人、外国人、インターネットの悪用、その他新しい課題）が存在しており、

これらの課題を解決するために、まずそれぞれの課題について正しく理解するとともに、私たち

町民一人一人が自らの人権意識を高め、お互いを認め、本音で語り合え、尊重しあえる豊かな人

間関係を築いていかなければなりません。 

神河町では、日本国憲法及び世界人権宣言のもとに、すべての人々の人権を守り明るく住みよ

い共生社会の実現をめざし、平成 20年３月に神河町を「人権尊重のまち」とすることを宣言し、

人権問題への取組を進めています。 

また、本町は令和２年 12 月に「神河町恒久平和のまち宣言」を制定しました。これにより、

憲法の平和主義の精神に基づき、人類共通の願いである恒久平和の実現に向け、「人権尊重のま

ち宣言」とともに、かけがえのない命を守り、全世界・全ての人々が幸せになるための取組を進

めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（（４４））定定住住、、交交流流・・移移住住人人口口をを呼呼びび込込むむままちち  

神河町では、子育て環境の整備に加え、若者世帯に向けた家賃補助制度、住宅の建設・住宅取

得支援事業の創設等、定住人口の確保に取り組んでいます。また、空き家を改修した交流施設（店

舗等）としての活用や若者・女性雇用の奨励等にも取り組んでおり、町内外に対して積極的な交

流・移住促進を進めています。 
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２２ 今今後後ののままちちづづくくりりにに向向けけたた男男女女共共同同参参画画 

今日、私たちを取り巻く社会・経済環境は、少子高齢化の進行、社会情勢の変化、家族形態の変

化や個人の価値観・ライフスタイルが多様化するなど、状況は大きく変化してきています。

神河町においては、人口減少の抑制に向けた取組として「神河町人口ビジョン」や「神河町地域

創生総合戦略」を平成 27年に策定しましたが、その後も総人口が減少傾向にあり、少子高齢化が

著しく進行しています。また、転出が転入を上回る社会減の状況が続き、出生数についても減少傾

向にあります。

我が国は、90 歳まで生存する者の割合は男性 27.2％、女性 51.1％となり、世界有数の長寿

社会を迎えており、このような人生 100年時代が到来しました。企業は多様な人材が活躍できる

ように働き方改革を進め、共働き世帯が増加するとともに、仕事以外の多様な活動の場や役割を持

つことが、生涯にわたり豊かな人生をもたらすと考えられています。そのため、働き方・暮らし方

の変革が求められます。

一方で、「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」といった固定的な性別による役割分担意識が未だ

に残っていること、また、無意識の思い込み（アンコンシャス・バイアス）の存在により、意識せ

ずに、性別による差別・区別が生じることがあります。

今後、働き方・暮らし方の変革を実現し、まちづくりを進めるにあたり、幼少期から性別に基づ

く固定観念を生じさせないことが大切です。そして、新型コロナウイルス感染症によって、配偶者

等からの暴力や性暴力が顕在化・深刻化し、女性の雇用、所得への影響等、男女共同参画の重要性

を改めて認識することとなりました。

将来に向けて、本町を取り巻く社会・経済環境の厳しさや、人口減少及び少子高齢化を抑制し、

活力あるまちづくりを進めていくためには、仕事や家庭、地域生活等の様々な場で、性別に関わら

ず誰もが個性や能力を十分発揮できる環境が必要であり、「男女共同参画」の視点や取組が重要と

なります。



4 

３３  男男女女共共同同参参画画にに関関すするる動動向向  

（（１１））国国、、県県、、神神河河町町のの動動向向  

我が国における男女共同参画の取組は、平成 28年に閣議決定された「第４次男女共同参画

基本計画」に基づき推進されています。また、同年、兵庫県では「ひょうご男女いきいきプラ

ン（第３次兵庫県男女共同参画計画）」が策定されています。 

現在、国・県においてはそれぞれの計画の見直しを行っており、令和２年度中に策定する予

定です。今回の「第２次神河町男女共同参画推進計画」の策定にあたっても、これらの動向を

踏まえることが重要です。 

 

年年  世世界界  日日本本  兵兵庫庫県県  神神河河町町  

昭和 50年 
（1975年） 

国際婦人年 
国際婦人年世界会議 
（メキシコシティ）
「世界行動計画」採択 

婦人問題企画推進本部
設置 
婦人問題企画推進会議
開催 

  

昭和 52年 
（1977年） 

 
 
 
 
 
国

連

婦

人

の

10

年 

 「国内行動計画」策定

「国立婦人教育会館」
設置 

  

昭和 54年 
（1979年） 

国連 34回総会「女子
差別撤廃条約」採択 

   

 
 

昭和 55年 
（1980年） 

「国連婦人の十年」中
間年世界会議（コペン
ハーゲン） 
「国連婦人の十年後半
期行動プログラム」採
択 

   

昭和 56年 
（1981年） 

 「国内行動計画後期重

点目標」策定 

  

 
昭和 60年 
（1985年） 

「国連婦人の十年」ナ
イロビ世界会議「婦人
の地位向上のためのナ
イロビ将来戦略」採択 

「国籍法」の改正 
「男女雇用機会均等
法」施行 
「女子差別撤廃条約」
批准 

  

昭和 61年 
（1986年） 

 婦人問題企画推進本部
拡充：構成を全省庁に
拡大 
婦人問題企画推進有識
者会議開催 

  

昭和 62年 
（1987年） 

 「西暦 2000年に向け

ての新国内行動計画」

策定 

  

平成元年 
（1989年） 

    

平成 2年 
（1990年） 

国連婦人の地位委員会
拡大会期 
国連経済社会理事会
「婦人の地位向上のた
めのナイロビ将来戦略
に関する第１回見直し
と評価に伴う勧告及び
結論」採択 

   

平成 4年 
（1992年） 

 「育児休業法」施行   
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年 世界 日本 兵庫県 神河町 

平成 6年 
（1994年） 

 男女共同参画室設置 
男女共同参画審議会設
置（政令） 
男女共同参画推進本部
設置 

  

平成 7年 
（1995年） 

第４回世界女性会議‐
平等、開発、平和のた
めの行動（北京）「北
京宣言及び行動網領」
採択 

 
「育児・介護休業法」
施行 

  

平成 8年 
（1996年） 

 「男女共同参画 2000

年プラン」策定 

  

平成 9年 
（1997年） 

 男女共同参画審議会設
置（政令） 
「男女雇用機会均等
法」改正 

  

平成 10年 
（1998年） 

    

平成 11年 
（1999年） 

 「男女共同参画社会基
本法」施行 
「男女雇用機会均等
法」改正 
「労働基準法」改正 
「育児・介護休業法」
改正 

  

平成 12年 
（2000年） 

国連特別総会「女性
2000年会議」（ニュー
ヨーク） 

「介護保険法」施行 
「男女共同参画基本計

画」策定 

  

平成 13年 
（2001年） 

 男女共同参画局設置 
男女共同参画会議設置
（法律） 
「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
に関する法律」施行 
「仕事と子育ての両立

支援策の方針につい

て」策定 

 
 
 
「兵庫県男女共同参画

計画－ひょうご男女共

同参画プラン 21－」策

定 

 

平成 14年 
（2002年） 

  「男女共同参画社会づ
くり条例」施行 

 

平成 15年 
（2003年） 

 「女性のチャレンジ支
援策の推進について」
男女共同参画推進本部
決定 
「少子化社会対策基本
法」「次世代育成支援
対策推進法」施行 
「労働基準法」改正 

  

平成 16年 
（2004年） 

 「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
に関する法律」改正 
「育児・介護休業法」
改正 
「配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護

のための施策に関する

基本的な方針」策定 
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年 世界 日本 兵庫県 神河町 

平成 17年 
（2005年） 

第 49回国連婦人の地
位委員会（「北京＋
10」閣僚級会合） 
（ニューヨーク） 

「介護保険法」改正 
「女性の再チャレンジ

支援プラン」策定 

「男女共同参画基本計

画（第 2次）」策定 

 神崎町と大河内町
が合併し「神河
町」誕生 

平成 18年 
（2006年） 

 「男女雇用機会均等
法」改正 

  

平成 19年 
（2007年） 

 「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
に関する法律」改正 
「仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バ

ランス）憲章」及び

「仕事と生活の調和推

進のための行動指針」

策定 

  

平成 20年 
（2008年） 

 「女性の参加加速プロ

グラム」策定 

 「人権尊重のまち」
宣言 

平成 21年 
（2009年） 

 「育児・介護休業法」
改正 

  

平成 22年 
（2010年） 

第 54回国連婦人の地
位委員会（「北京＋
15」記念会合） 
（ニューヨーク） 

 
「男女共同参画基本計

画（第 3次）」策定 

  

平成 23年 
（20011年） 

UN Women（ジェンダー
平等と女性のエンパワ
ーメントのための国連
機関）正式発足 

  
「新ひょうご男女共同
参画プラン 21」策定 

 

平成 24年 
（2012年） 

第 56回国連婦人の地
位委員会「自然災害に
おけるジェンダー平等
と女性のエンパワーメ
ント」決議案採択 

   

平成 25年 
（2013年） 

 「日本再興戦略」策定

「配偶者からの暴力の
防止及び被害者の保護
に関する法律」改正 

  

平成 26年 
（2014年） 

 すべての女性が輝く社
会づくり本部の設置 
「すべての女性が輝く

政策パッケージ」策定 

  

平成 27年 
（2015年） 

 「女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関す
る法律案」衆議院本会
議可決、成立 
「男女共同参画基本計

画（第 4次）」策定 

「ひょうご女性の活躍
推進会議」発足 
「ひょうご女性活躍行
動宣言」 
「新ひょうご男女共同

参画プラン 21」改訂 

 
 
「神河町男女共同参

画推進計画」策定 

平成 28年 
（2016年） 

    

平成 29年 
（2017年） 

 

子どもの性被害防止プ
ラン（児童の性的搾取
等に係る対策の基本計
画）犯罪対策閣僚会議
決定 
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年 世界 日本 兵庫県 神河町

平成 30年
（2018年）

男女共同参画の視点か
らの自治会運営ガイド
ライン
「政治分野における男
女共同参画の推進に関
する法律」公布、施行

令和元年
（2019年）

「女性活躍推進法」改
正

部落差別の解消の
推進に関する条例
制定

令和２年
（2020年）

女性活躍加速のための

重点方針 2020

災害対応力を強化する
女性の視点～男女共同
参画の視点から防災・
復興ガイドライン～
「男女共同参画基本計

画（第 5次）」策定

「恒久平和のまち」
宣言

令和３年
（2021年）

「新ひょうご男女共同参

画プラン 21」改訂予定

「第２次神河町男

女共同参画推進計

画」策定（10年計画）
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第第１１章章 計計画画策策定定のの概概要要 

１１ 策策定定のの趣趣旨旨 

「男女共同参画社会」とは、男女が社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあ

らゆる分野における活動に参画する機会が確保され、よって男女が均等に政治的、経済的、社会

的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会をいいます。

国が平成 27年に「第４次男女共同参画基本計画」を策定し、同年「女性活躍推進法」を制定

したことにあたり、本町では、平成 28年３月に「神河町男女共同参画推進計画」を策定し、「誰

もがともに認めあい ハートがふれあうまち かみかわ」を基本理念として、各種施策を推進し

てきました。

策定後、「女性活躍推進法」の一部改正（令和元年）により、ハラスメント対策の強化等の措置

が定められ、また、「配偶者暴力防止法」の一部改正（令和元年）により、児童相談所と相互に連

携・協力して、DV被害者の適切な保護が行われるように図られました。そして、令和２年には

「第５次男女共同参画基本計画」が策定され、新型コロナウイルス感染症拡大による影響や、デ

ジタル化社会への対応等が進められています。また、同年、教育・保育の無償化がされるなど、

男女共同参画に関する制度の改革が進んでいます。

この度、「神河町男女共同参画推進計画」の計画期間が終了するにあたり、令和３年度からの新

たな計画として、「第２次神河町男女共同参画推進計画」を策定します。

 

 

家庭・地域・職場等あらゆる場に参画する

人々の意識は十人十色であり、「仕事に専念

したい」という人や「子育てに専念したい」

という人もいれば、「子育てをしながら仕事

を続けたい」という人もいると思います。こ

のことは、男女共同参画に対する意識におい

ても同様のことがいえます。

しかし、例えば「子育てをしながら仕事を

続けたい」と思っていても、それを阻害する

ような様々な考え方や環境があると考えられ

ます。

このように、男女共同参画社会の実現のた

めには、男女に関わらず「参画したい」とい

う考え方を認め合い、それを推進する環境が

大切になります。

男女共同参画社会の考え方
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内閣府男女共同参画局より 
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２２  計計画画のの位位置置づづけけとと期期間間  

（（１１））計計画画のの位位置置づづけけ  

 本計画は、「男女共同参画基本法」第 14条第３項に規定されている「市町村男女共同参画計

画」に位置付けるとともに、本計画の一部を「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に

関する法律」第２条の３第３項に基づく「市町村基本計画」（ＤＶ対策基本計画）、「女性の就業

生活における活躍の推進に関する法律」第６条第２項に規定されている「市町村推進計画」（女

性活躍推進計画）と位置づけます。 

 また、本町のまちづくりの方針である「第２次神河町長期総合計画」を上位計画とし、本計

画に関連する「神河町子ども・子育て支援事業計画」、「神河町高齢者保健福祉計画及び第８期

介護保険事業計画」等との整合を図るものです。 

 

 男男女女共共同同参参画画計計画画  

男男女女共共同同参参画画計計画画 ＤＤＶＶ対対策策基基本本計計画画 女女性性活活躍躍推推進進計計画画 

根根拠拠法法  
男女共同参画基本法 

（第 14条第３項） 

配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護等に関する法律 

（第２条の３第３項） 

女性の就業生活における活躍の推

進に関する法律 

（第６条第２項） 

国国  第 5次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～（令和２年 12月 25日閣議決定） 

県県  
ひょうご男女いきいきプラン 2025

（第４次兵庫県男女共同参画計画） 

※パブリックコメント中 

兵庫県ＤＶ防止・ 

被害者保護計画 

平成 31年度～令和５年度 

ひょうご男女いきいきプラン（第４次

兵庫県男女共同参画計画） 

※パブリックコメント中 

神神河河町町  第２次神河町男女共同参画推進計画 

計計画画期期間間  令和３年度～令和 12年度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２次神河町長期総合計画 

第第２２次次神神河河町町男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画  
 
 
 
 
 

女女性性活活躍躍推推進進計計画画  

神河町子ども・子育て支援事業計画 

神河町高齢者保健福祉計画・ 
第８期介護保険事業計画 

国・県 

第５次男女共同参画基本計画 

男女共同参画基本法 

配偶者からの暴力の防止及び

被害者の保護等に関する法律 

女性の就業生活における活躍の

推進に関する法律 

ひょうご男女いきいきプラン

2025（第４次兵庫県男女共同

参画計画） 

兵庫県ＤＶ防止・被害者保護計画 

ＤＤＶＶ対対策策基基本本計計画画  
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（（２２））計計画画のの期期間間  

 本計画は、令和３年度から令和 12年度までの 10年間を、計画期間として策定します。 

ただし、計画期間の途中であっても、国内外の動向や社会情勢の変化に対応し、適切な施策

の推進を図るため、必要に応じて見直しを行います。 

 

平 成 

28年度 

平 成 

29年度 

平 成 

30年度 

令 和 

元年度 

令 和 

２ 年 度 

令 和 

３ 年 度 

令 和 

４ 年 度 

令 和 

５ 年 度 

令 和 

６ 年 度 

令 和 

７ 年 度 

令 和 

８ 年 度 

令 和 

９ 年 度 

令 和 

10 年度 

令 和 

11 年度 

令 和 

12 年度 

               

  

  

３３  策策定定のの手手法法  

（（１１））策策定定委委員員会会  

 学識経験者、各種団体等の代表者などにより組織し、本計画について検討し、提言をいただ

きます。 

 

（（２２））アアンンケケーートト調調査査  

 男女共同参画について、本町における町民及び企業の考え方や状況を把握するため、アンケ

ート調査を実施し、調査で明らかになったニーズや課題を踏まえ、本計画を策定します。 

 

区分 町民意識調査 企業・事業所調査 

対象者 神河町に居住する 15歳以上の男女 神河町内の企業及び事業所 

対象者数 1,500人 340事業所 

調査期間 令和２年 11月 令和２年 11月 

調査方法 郵送配布・郵送回収 郵送配布・郵送回収 

有効回収 724件（回収率 48.3％） 169件（回収率 49.7％） 

※町民意識調査においては、集計にあたり本町の年齢構成比に合わせた拡大集計を行い、拡大集計結果を掲載し

ているため、有効回収数と回答者数は異なります。 

 

（（３３））庁庁内内ヒヒアアリリンンググ  

 男女共同参画に関する施策・事業の洗い出し、現行計画の評価・検証に向けて、関係各課へ

の調査票の配布及びヒアリング等による照会を行いました。 

  

神河町男女共同参画推進計画 第第２２次次神神河河町町男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画  
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第第２２章章  統統計計、、町町民民意意識識調調査査等等かかららみみるる現現状状とと課課題題  

１１  統計からみる現状と課題  

（（１１））社社会会状状況況  

①①人人口口  

本町の総人口は 2017年現在、11,452人（国勢調査）で 2000年以降減少しています。

年齢 3区別では、65歳以上人口割合は上昇しており、15歳未満人口割合、15～64歳人

口割合はともに低下しています。 

 

 

【【年年齢齢３３区区分分別別人人口口のの推推移移】】    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 

 

 
【【年年齢齢３３区区分分別別人人口口割割合合のの推推移移】】    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 
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人口ピラミッドをみると、60 歳代前半から 60 歳代後半さらには、80 歳以上の人口が

多く、10歳未満、20歳代、30歳代前半の人口が少ない傾向が見られます。また、80歳

以上では男性より女性が顕著に多くなっています。

【【人人口口ピピララミミッッドド】】 

資料：国勢調査

(人)

164

233

265

275

200

224

247

273

311

317

378

354

473

504

397

279

475

139

256

272

293

217

212

218

282

348

341

389

399

466

470

405

368

1006

0 300 600 900 1,200

03006009001,200

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

男性 女性

(人)



14

②②社社会会動動態態・・自自然然動動態態 

社会動態の推移をみると、転出者数が転入者数を上回る社会減の状況で推移しています。

【【社社会会動動態態のの推推移移】】  

資料：人口動態調査

自然動態の推移をみると、死亡数が出生数を上回る自然減の状況で推移しています。

【【自自然然動動態態のの推推移移】】  

資料：人口動態調査
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③③出出生生率率・・婚婚姻姻 

合計特殊出生率は、2000年から 2005年の間に約 0.5下がりましたが、2005年から

増えはじめ兵庫県、全国を上回っています。

 

【【合合計計特特殊殊出出生生率率のの推推移移】】

資料：保健統計年報（兵庫県）

※合計特殊出生率とは、再生産年齢（15 歳から 49 歳まで）にある女性の年齢別の出生率を合計した値のこと

で、1人の女性がその年次の年齢別出生率で産むと仮定した場合、一生の間に産む平均子ども数

本町の婚姻件数は 2007 年に減少が見られ、2008 年以降は増減を繰り返しながらほぼ

横ばいで推移しています。一方、離婚件数は 2010 年に減少が見られ、2011 年以降は増

減を繰り返しながらほぼ横ばいで推移しています。

 

【【婚婚姻姻数数・・離離婚婚数数（（組組））のの推推移移】】  

資料：人口動態調査
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また、本町の未婚率※は、1980年から 2015年にかけて、男性の 30～34歳で 17.5%

から 51.4%と 33.9ポイント、女性の 25～29歳で 18.3%から 69.3%と 51.0ポイント

増加しており、特に若年女性の未婚率が顕著となっています。各年齢層で女性より男性の未

婚率が高くなっており、生涯未婚率※は 2015 年で男性 19.1%、女性 8.0%となっていま

す。 

  

【【男男性性のの未未婚婚率率のの推推移移】】    

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【【女女性性のの未未婚婚率率のの推推移移】】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

※未婚率とは、一定期間（年間）の未婚者数の人口に対する割合 

※生涯未婚率とは、「45～49歳」と「50～54歳」未婚率の平均値から、「50歳時」の未婚率（結婚したこと

がない人の割合）を算出したもの    
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（（２２））雇雇用用・・就就労労状状況況  

雇用者※に占める女性割合は全国的に増加傾向にあり、本町では 1995年の 40.0%から

2015年には 5.2%増加の 45.2%となっており、兵庫県、全国を上回って推移しています。 

労働力率※を年齢別にしてみると、男性では 20歳代後半から 50歳代後半まで 9割以上で推

移しているのに対し、女性では 30歳代の割合が低いM字カーブ※を描いています。また、

年々M字の谷の部分が浅くなる傾向が見られ、兵庫県、全国では 30歳代後半がその部分にあ

たるのに対し、本町では 30歳代前半となっています。 

 

【【女女性性雇雇用用者者数数割割合合のの推推移移】】    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 

 
※雇用者とは、会社員・工員・公務員・団体職員・個人商店の従業員・住み込みの家事手伝い・日々雇用されている

人・パートタイムやアルバイトなど、会社・団体・個人や官公庁に雇用されている人 

※労働力率とは、人口に対する労働力人口（就業者と働く意思と能力をもち、求職活動を行っていながら、就職の

機会を得られない者）の割合 

※Ｍ字カーブとは、女性の年齢別労働力率をグラフにすると、学校卒業後と子育て終了後を二つの山として、その

間の子育て期が谷のようになって、ちょうどＭの字のような形になっていることをいう。結婚・出産を契機に退

職、子育て後に再就職する女性が多いことを示している。諸外国に比べ日本の女性に顕著な傾向で、その背景に

は育児を女性の仕事とする固定的な性別役割分担意識の強さ、仕事偏重になっている男性の働き方、両立を支援

する社会システムづくりの遅れ等が指摘され、少子化や男女の賃金格差を生み出す要因ともいわれている。  
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【【男男性性のの年年齢齢別別労労働働力力率率のの状状況況】】  

資料：国勢調査（H27）

【【女女性性のの年年齢齢別別労労働働力力率率のの状状況況】】  

資料：国勢調査（H27）
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２ アンケートからみる現状と課題 

（（１１））男男女女共共同同参参画画にに関関すするる意意識識やや学学習習機機会会のの状状況況  

①①男男女女のの地地位位のの平平等等感感【【町町民民調調査査】】  

●『学校教育の場で』が「平等である」の意見が最も多く、『政治の場で』『社会通念・慣

習・しきたり等』『社会全体で』では「男性優遇」の意見が６割以上となっています。 

●平成 27年に比べて、令和２年は『職場の中で』は、「平等である」の意見が 4.9ポイン

ト増加しています。逆に、『政治の場で』は「男性優遇」の意見が 4.1ポイント増加して

います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

家庭生活の 

中で 

職場の中で 

学校教育の 

場で 

政治の場で 

法律や 

制度上で 

社会通念・ 

慣習・ 

しきたり等 

自治会等の 

地域活動の 

場で 

社会全体で 

45.9

46.8

44.9

45.4

11.7
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66.0

61.9
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34.8

66.7
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14.9
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3.5

2.7

2.8

8.8
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6.3

2.1

5.3

2.3
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H27（n=525）

R2（n=1,172）

H27（n=525）

男性優遇 平等である 女性優遇 わからない 無回答
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②②「「夫夫はは外外でで働働きき、、妻妻はは家家庭庭をを守守るるべべきき」」とといいうう考考ええ方方【【町町民民調調査査】】  

●令和２年は『反対』が６割以上と多くを占めており、いずれの年齢層でも平成 27年に

比べて令和２年では『反対』の意見が増加しています。 
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14.6

23.6

18.9
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0.0
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0.0
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全体：R2（n=1,172）

全体：H27（n=525）

10歳代：R2（n=90）

20歳代：R2（n=161）

20歳代：H27（n=41）

30歳代：R2（n=163）

30歳代：H27（n=37）

40歳代：R2（n=223）

40歳代：H27（n=79）

50歳代：R2（n=247）

50歳代：H27（n=99）

60歳代：R2（n=186）

60歳代：H27（n=143）

70歳代：R2（n=79）

70歳代：H27（n=111）

80歳以上：R2（n=23）

80歳以上：H27（n=11）

賛成 反対 わからない 無回答
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③③男男女女共共同同参参画画にに関関すするる言言葉葉やや名名称称のの認認知知度度【【町町民民調調査査】】  

●「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休業法」はほとんどの人が内容もしくは名前を

知っていますが、「ポジティブ・アクション」や「女性差別撤廃条約」に関しては、認知

度が低い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④④男男女女共共同同参参画画をを学学んんだだここととのの有有無無【【町町民民調調査査】】  

●男女ともに『10～30歳代』ではおよそ５割が男女共同参画を学んだかに対して「は

い」と回答していますが、40歳以上は男女共同参画を学んだことが少なく、特に女性は

およそ２割しか学んだ経験がありません。 

 

 

 

 

  

35.6

54.0

32.2

34.8

46.3

23.7

19.6

57.1

38.7

63.0

53.6

49.5

68.9

68.5

7.4

7.4

4.8

11.6

4.2

7.4

12.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2全体（n=1,172）

男性10～30歳代(n=210)

男性40～50歳代(n=232)

男性60歳以上(n=140)

女性10～30歳代(n=204)

女性40～50歳代(n=238)

女性60歳以上(n=147)

はい いいえ 無回答

11.8

6.2

2.4

21.0

34.9

7.7

24.3

19.3

38.8

31.0

25.5

40.8

47.2

38.6

51.8

42.7

43.0

56.6

65.5

31.6

12.5

47.3

18.0

31.5

6.4

6.2

6.6

6.6

5.4

6.4

5.9

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男女共同参画社会基本法

女子差別撤廃条約

ポジティブ・アクション

（積極的改善措置）

ジェンダー

男女雇用機会均等法

女性活躍推進法

育児・介護休業法

仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）

内容も知っている 名前だけ知っている 知らない 無回答
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（（２２））女女性性のの就就労労・・雇雇用用のの状状況況 

①①企企業業・・事事業業所所ににおおけけるる女女性性のの雇雇用用者者数数【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】 

●女性の雇用数が「０人」の企業・事業所が 34.3％となっており、女性従業員がいる企

業はおよそ５割となっています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②②企企業業・・事事業業所所ににおおけけるる女女性性のの雇雇用用意意向向【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】 

●女性従業員がいる企業・事業所では、およそ５割が今後も女性を雇用する意向がありま

すが、女性従業員がいない企業・事業所は７割以上が「女性の登用を考えていない」と

考えています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③③女女性性従従業業員員のの活活躍躍をを推推進進すするるたためめにに取取りり組組んんででいいるるこことと（（上上位位６６位位）） 

【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】 

●女性従業員がいる企業・事業所で

も女性従業員の活躍を推進するた

めに取り組んでいることはないと

の回答が 45.9％となっています

が、３割以上が「性別にかかわら

ず、働きやすい職場環境づくりに

取り組んでいる」と回答していま

す。 

女女性性のの雇雇用用者者数数００人人のの企企業業・・事事業業所所 

業業種種（（上上位位５５位位）） 件件数数（（nn==5577）） 

建設業

（土木・建築・設備工事等）
12件

卸売業・小売業 9件

宿泊業・飲食サービス業 7件

サービス業

（他に分類されないもの）
7件

製造業 6件

0人
34.3%

1～4人
43.8%

5～9人
4.1%

10人以上
2.4%

無回答
15.4%

回
答
者
数

積
極
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に

登
用
し
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予
定

能
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を
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用
し
て

い
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定

職
位
を
限

定
し
て

登
用
し
て

い
く
予
定

そ
の
他

登
用
は
考

え
て
い
な
い

無
回
答

全体 169 10.7 16.6 3.0 3.0 1.2 5.9 56.2 3.6

女性従業員がいる企業・事業所 85 12.9 25.9 4.7 5.9 1.2 3.5 43.5 2.4

女性従業員がいない企業・事業所 58 5.2 1.7 1.7 0.0 1.7 12.1 74.1 3.4
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女性従業員がいる企業・事業所(n=85）
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n=169
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④④職職場場ででのの仕仕事事内内容容やや待待遇遇面面ででのの性性別別のの違違いい【【町町民民調調査査】】  

●職場における性差については、『教育・研修の機会』や『能力の正当な評価』、『定年まで

の勤務』は「男女差はない」という意見がおよそ５割となっています。 

●男性は女性に比べて『仕事内容』や『深夜勤務や休日出勤』『育児や介護を理由とした休

暇の取得』が「女性優遇」と考える人が多く、女性は男性に比べて『賃金』『能力の正当

な評価』が「男性優遇」と考える人が多くなっています。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

賃金 

昇格・昇進 

能力の 

正当な評価 

仕事内容 

管理職への 

登用 

深夜勤務や 

休日出勤 

教育・研修 

の機会 

育児や介護を 

理由とした 

休暇の取得 

定年までの 

勤務 

32.4

38.3

39.5

42.5

25.3

31.3

21.7

26.5

40.3

42.0

17.4

11.2

11.1

15.2

3.3

4.0

15.4

17.1

43.5

34.5

33.2

29.7

45.9

39.1

39.4

40.8

29.0

27.5

35.7

43.0

59.1

50.1

34.5

33.4

57.3

49.8

0.3

0.5

2.1

0.0

2.3

1.1

15.1

4.3

2.6

0.9

19.3

10.4

1.9

1.0

34.6

29.3

0.8

0.2

14.4

16.0

15.7

17.6

17.7

17.8

13.6

17.5

18.5

19.4

17.2

25.3

18.2

23.3

18.0

23.3

17.5

22.9

9.3

10.7

9.6

10.1

8.9

10.7

10.2

10.9

9.6

10.1

10.4

10.1

9.7

10.4

9.8

10.1

8.9

10.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性（n=583）

女性（n=589）

男性優遇 男女差はない 女性優遇 わからない 無回答
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（（３３））ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの状状況況 

①①ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの希希望望とと現現実実のの一一致致度度【【町町民民調調査査】】 

●ワーク・ライフ・バランスの希望と現実が一致している割合は、男性では『40～50歳

代』『60歳以上』、女性では『40～50歳代』が３割以上となっていますが、全体的に

６割以上の人が希望と現実が一致していません。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②②ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの現現実実とと希希望望【【町町民民調調査査】】 

●ワーク・ライフ・バランスの現実と希望一致していない人の現実は「「仕事」を優先」が

48.0％と最も高く、希望は「「仕事」と「家庭生活」をともに優先」や「「仕事」と「家

庭生活」と「地域・個人の生活」をともに優先」が２割以上と高くなっています。

●ワーク・ライフ・バランスの現実と希望が一致している人は「「仕事」と「家庭生活」を

ともに優先」が 45.8％と最も高くなっています。

 

 

  

27.1

19.9

32.9

33.3

22.3

32.4

20.7

61.1

62.6

60.3

58

62.9

63.9

56.5

11.7

17.5

6.9

8.7

14.7

3.8

22.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R2全体（n=1,172）

男性10～30歳代(n=210)

男性40～50歳代(n=232)

男性60歳以上(n=140)

女性10～30歳代(n=204)

女性40～50歳代(n=238)

女性60歳以上(n=147)

現実と希望が一致している 現実と希望が一致していない 無回答

48.0

9.9
1.7

17.7

4.8 2.2 1.9

13.8

0.0

18.7

2.7

23.6

3.8 6.1

24.9
20.2

7.2

21.1

4.0

45.8

5.4 4.2
12.4

0.0
0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

「仕
事
」を
優
先

「家
庭
生
活
」を
優
先

「地
域
・個
人
の
生
活
」

を
優
先

「仕
事
」と
「家
庭
生
活
」

を
と
も
に
優
先

「仕
事
」と
「地
域
・個
人
の

生
活
」

を
と
も
に
優
先

「家
庭
生
活
」と
「地
域
・個

人
の
生
活
」

を
と
も
に
優
先

「仕
事
」と
「家
庭
生
活
」と

「地
域
・個
人
の
生
活
」を

と
も
に
優
先

わ
か
ら
な
い

現実と希望が一致していない人の現実（n=717） 現実と希望が一致していない人の希望（n=717）

現実と希望が一致している人（n=318）

(%)
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37.4 33.1 32.9 32.6 27.5 23.8
18.1

36.4
27.5 28.6 28.1 24.7 24.1

16.4

38.4 38.6 37.3 37.1
30.3

23.5 19.7

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

年
次
有
給
休
暇

の
取
得
促
進

子
ど
も
、
家
族
の
た
め

の
看
護
休
暇
制
度

再
雇
用
制
度
（妊
娠
、
出

産
、
育
児
、
介
護
等

に
よ
り
退
職
し
た
従
業

員
の
再
雇
用
）

育
児
・介
護
休
業
な
ど
、

休
業
中
の
経
済
的
支
援

短
時
間
勤
務
制
度

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度

始
業
・終
業
時
刻
の

繰
上
げ
、
繰
下
げ

全体(n=1,172） 男性（n=583） 女性（n=589）

③③ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの推推進進ににつついいてて 

＜＜職職場場にに取取りり組組んんででほほししいいこことと（（上上位位７７位位））＞＞【【町町民民調調査査】】 

●町民は、「年次有給休暇の取得促進」「子ども、家族のための看護休暇制度」「再雇用制

度」「育児・介護休業など、休業中の経済的支援」の要望が高くなっています。

●企業・事業所は「特に取り組んでいない」が 64.5％となっています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜＜企企業業・・事事業業所所がが取取りり組組んんででいいるるこことと（（上上位位６６位位））＞＞【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.5

10.1 6.5 4.7 3.0 3.0
0.0

10.0
20.0
30.0
40.0
50.0
60.0
70.0

特
に
取
り
組
ん
で
い

な
い

短
時
間
勤
務
制
度

年
次
有
給
休
暇
の

取
得
促
進

始
業
・終
業
時
刻
の

繰
上
げ
、
繰
下
げ

所
定
外
労
働
の
免
除

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム

制
度

全体(n=169）

(%)
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④④地地域域活活動動のの実実情情【【町町民民調調査査】】 

●『10～30歳代』は男女ともに地域活動の「いずれにも参加していない」、「いずれにも

参加したいと思わない」の回答が高くなっています。

●地域活動に参加していない理由として、『10～30歳代』と『40～50歳代』は「仕事が

忙しいから」が多く、また、「自分にあった適当な活動がないから」や「人間関係がわず

らわしいから」も多くなっています。

＜＜現現在在参参加加ししてていいるる地地域域活活動動＞＞ 

 

＜＜今今後後参参加加ししたたいい地地域域活活動動＞＞ 

＜地域活活動動にに参参加加ししてていいなないい理理由由＞＞ 

回
答
者
数

自
治
会
活
動

（
区
の
活
動

）

子
ど
も
会
・
Ｐ
Ｔ

Ａ
等
の
青
少
年
育

成
活
動

社
会
福
祉
に
関
す

る
活
動

消
費
者
団
体
・
消

費
生
活
グ
ル
ー

プ

の
活
動

趣
味
・
ス
ポ
ー

ツ
・
教
養
等
の
活

動 国
際
交
流
に
関
す

る
活
動

自
然
保
護

、
環
境

保
全
に
関
す
る
活

動 観
光
・
ま
ち
づ
く

り
等
の
活
動

政
党
・
労
働
組
合

等
の
活
動

い
ず
れ
に
も
参
加

し
た
い
と
思
わ
な

い 無
回
答

10～30歳代 210 37.0 17.8 12.1 0.7 25.1 1.6 9.3 6.9 0.9 38.9 10.7

40～50歳代 232 74.9 15.3 8.7 1.9 25.0 2.1 11.8 15.3 6.0 14.6 4.7

60歳以上 140 75.4 4.3 30.4 4.3 34.8 0.0 30.4 17.4 2.9 8.7 7.2

10～30歳代 204 24.0 13.9 7.6 0.0 18.1 4.1 5.3 6.0 1.7 49.5 6.0

40～50歳代 238 59.0 17.7 14.6 0.0 24.7 0.6 5.6 9.0 1.3 20.9 5.1

60歳以上 147 63.0 2.2 28.3 4.3 32.6 1.1 15.2 8.7 0.0 14.1 12.0

女性

男性

回
答
者
数

自
治
会
活
動

（
区
の
活
動

）

子
ど
も
会
・
Ｐ
Ｔ

Ａ
等
の
青
少
年
育

成
活
動

社
会
福
祉
に
関
す

る
活
動

消
費
者
団
体
・
消

費
生
活
グ
ル
ー

プ

の
活
動

趣
味
・
ス
ポ
ー

ツ
・
教
養
等
の
活

動 国
際
交
流
に
関
す

る
活
動

自
然
保
護

、
環
境

保
全
に
関
す
る
活

動 観
光
・
ま
ち
づ
く

り
等
の
活
動

政
党
・
労
働
組
合

等
の
活
動

い
ず
れ
に
も
参
加

し
て
い
な
い

無
回
答

10～30歳代 210 32.9 9.7 6.4 0.0 16.0 0.0 3.3 3.9 0.9 52.9 6.7

40～50歳代 232 81.2 18.9 7.9 1.9 17.3 2.1 6.0 10.5 6.0 13.0 3.0

60歳以上 140 84.1 5.8 21.7 2.9 24.6 0.0 26.1 13.0 1.4 10.1 4.3

10～30歳代 204 20.3 13.5 6.4 0.0 11.3 0.0 1.0 2.1 1.8 61.7 2.5

40～50歳代 238 63.8 22.0 9.5 0.0 18.1 1.2 5.6 6.9 1.3 18.5 2.6

60歳以上 147 66.3 1.1 22.8 2.2 31.5 0.0 9.8 5.4 0.0 19.6 5.4

男性

女性

35.4

25.0

15.4 14.5
7.5

1.4 0.0

31.0 31.0

8.0

47.0

15.0

0.0 0.0

14.3

57.1

0.0

57.1

0.0 0.0 0.0

28.2

10.3
14.8

24.2
17.9

6.0
0.0

39.9
35.1

22.6 24.2

10.2 10.2 10.9

22.2 22.2

11.1

22.2

5.6 5.6
11.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

仕
事
が
忙
し
い
か
ら

人
間
関
係
が

わ
ず
ら
わ
し
い
か
ら

参
加
す
る
こ
と
に

意
義
を
感
じ
な
い
か
ら

自
分
に
あ
っ
た

適
当
な
活
動
が

な
い
か
ら

ど
の
よ
う
に
参
加
す
る
か

分
か
ら
な
い
か
ら

家
事
や
子
育
て
が

忙
し
い
か
ら

介
護
の
必
要
な

高
齢
者
や
病
人
等

が
い
る
か
ら

男性10～30歳代(n=111) 男性40～50歳代(n=30) 男性60歳以上(n=14)

女性10～30歳代(n=126) 女性40～50歳代(n=44) 女性60歳以上(n=29)

(%)
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⑤⑤男男女女ががととももにに家家事事、、子子育育てて、、介介護護、、地地域域（（社社会会））活活動動にに積積極極的的にに参参加加すするるたためめにに必必

要要ななこことと【【町町民民調調査査】】  

●全体では「男女の役割分担についての社会通念、慣習、しきたりを改めること」や「夫

婦の間での家事などの分担をするように十分に話し合うこと」がおよそ５割と高くなっ

ています。 

●特に『女性の 10～30歳代』では「労働時間短縮や休暇制度を普及させること」が

56.7％と高くなっています。また、特に女性は「男性が、家事などに参加することによ

るライフスタイルの変化に対応すること」が４割以上と高くなっています。 

  

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑥⑥中中学学生生以以下下のの子子どどももががいいるる男男性性がが１１日日にに家家事事やや育育児児にに費費ややすす時時間間【【町町民民調調査査】】  

●平成 27年に比べて、令和２年は「１時間～２時間未満」がおよそ４割と、男性の家事

や育児に費やす時間が長くなっています。 

  

  

  

  

  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

15.5

9.6

15.6

17.3

9.1

29.8

39.6

11.5

8.7

15.4

5.3

1.9

6.3

15.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体：R2（n=135）

全体：H27（n=52）

ほとんどない 30分未満 30分～1時間未満
1時間～2時間未満 2時間～4時間未満 4時間以上

回
答
者
数

男
女
の
役
割
分
担
に
つ
い
て

の
社
会
通
念

、
慣
習

、
し
き

た
り
を
改
め
る
こ
と

夫
婦
の
間
で
家
事
な
ど
の
分

担
を
す
る
よ
う
に
十
分
に
話

し
合
う
こ
と

労
働
時
間
短
縮
や
休
暇
制
度

を
普
及
さ
せ
る
こ
と

男
性
が

、
家
事
な
ど
に
参
加

す
る
こ
と
に
よ
る
ラ
イ
フ
ス

タ
イ
ル
の
変
化
に
対
応
す
る

こ
と

家
事
な
ど
を
男
女
で
分
担
す

る
よ
う
な
し
つ
け
や
育
て
方

を
す
る
こ
と

男
性
の
企
業
中
心
の
生
き

方
・
考
え
方
を

、
男
女
と
も

に
改
め
る
こ
と

企
業
中
心
と
い
う
社
会
全
体

の
仕
組
み
を
改
め
る
こ
と

男
性
が
女
性
の
社
会
参
画
へ

の
課
題
に
対
す
る
関
心
を
高

め
る
こ
と

仕
事
と
家
庭
の
両
立
な
ど
の

問
題
に
つ
い
て
相
談
で
き
る

窓
口
を
設
け
る
こ
と

女
性
が

、
男
性
に
経
済
力
や

出
世
を
求
め
な
い
こ
と

そ
の
他

無
回
答

1172 51.6 48.5 39.5 37.2 34.6 31.1 23.3 20.1 17.7 16.1 1.8 6.3

10～30歳代 210 45.8 45.5 38.6 33.2 27.8 24.4 23.0 19.1 18.0 21.1 0.9 10.7

40～50歳代 232 53.4 38.8 34.0 27.8 32.5 30.8 32.2 14.6 13.6 19.8 3.9 3.7

60歳以上 140 55.1 50.7 33.3 21.7 26.1 36.2 20.3 26.1 29.0 10.1 1.4 7.2

10～30歳代 204 51.0 55.3 56.7 48.6 35.0 32.8 15.5 21.3 18.9 18.3 1.2 5.5

40～50歳代 238 58.4 50.0 40.8 43.4 45.4 36.2 26.4 20.7 12.4 14.9 1.7 3.0

60歳以上 147 43.5 54.3 29.3 46.7 38.0 26.1 18.5 21.7 19.6 7.6 1.1 9.8

全体

男性

女性
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10.0

6.3

13.6

90.0

93.7

86.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,172）

男性（n=583）

女性（n=589）

経験した 経験していない

（（４４））男男女女間間のの暴暴力力ややハハララススメメンントトのの状状況況 

①①暴暴力力・・ハハララススメメンントトのの経経験験（（過過去去５５年年間間））ととそそのの対対応応【【町町民民調調査査】】 

●過去５年間で、いずれかの暴力・ハラスメントを経験した人の割合は、『男性』が

6.3％、『女性』が 13.6％と、全体で１割の人が経験しています。

●特に『パワー・ハラスメント』で「直接経験したことがある」「自分の周りに経験した人

がいる」の回答が多くなっています。

●暴力やハラスメントを受けた人のうち、男女それぞれ２割以上が「何もしなかった・ど

こにも相談しなかった」と回答しています。

＜＜暴暴力力・・ハハララススメメンントトのの経経験験（（過過去去５５年年間間））＞＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜＜暴暴力力・・ハハララススメメンントトをを経経験験ししたた人人のの対対応応＞＞ 

 

 

 

 

 

 

1.1 3.2 0.6 1.4 0.3 4.2 5.7
9.2

0.0 0.92.6
3.4

4.1 2.5 6.4
4.2

13.3
10.2

1.7
3.9

0.0

10.0

20.0

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

男
性

女
性

過去５年間の間に

自分の周りに経験

した人がいる

過去５年間の間に

直接経験したこと

があるド
メ
ス
テ
ィ
ッ
ク
・

バ
イ
オ
レ
ン
ス

ス
ト
ー
カ
ー

行
為

セ
ク
シ
ュ
ア
ル
・

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

パ
ワ
ー
・

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

マ
タ
ニ
テ
ィ
・

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

(人)

0.0

31.6

15.0

42.8

8.4

23.3
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・
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②②各各種種ハハララススメメンントト対対策策ととししてて企企業業・・事事業業所所がが取取りり組組んんででいいるるこことと 

【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】 

●女性従業員がいる企業・事業所においても、「取り組む必要性を感じない」と５割以上が

回答しており、一方で「取り組む必要性は感じているが、進んでいない」と２割以上が

回答しています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③③夫夫婦婦ややパパーートトナナーー間間のの暴暴力力へへのの対対策策ととししてて必必要要ななこことと（（上上位位８８位位））【【町町民民調調査査】】 

●全体として「相談担当者に女性を増やすなど被害者が相談しやすい環境をつくる」や

「被害者が救助や援助を求める行動を起こしやすくするための情報提供を充実する」が

４割以上と高くなっています。

●特に『女性の 10～３０歳代』と『女性の 40～50歳代』では「被害者が一時的に逃れ

ることのできるシェルター（避難所）を設置する」が高くなっています。

 

 
回
答

者
数

相
談

担
当
者
に
女

性
を
増
や

す
な

ど
被

害
者
が
相
談

し
や
す
い

環
境

を
つ

く
る

被
害

者
が
救
助
や

援
助
を
求

め
る

行
動

を
起
こ
し
や

す
く
す
る

た
め

の
情

報
提
供
体
制

を
充
実
す

る

専
門

知
識
を
持

っ
た
者
に
よ

る
相

談
体

制
を
整
備
す

る

被
害

者
が
一
時
的

に
逃
れ
る

こ
と

の
で

き
る
シ

ェ
ル

タ
ー

（
避

難

所

）
を
設
置
す
る

法
律

・
制
度
の
制

定
や
見
直

し
を

行
う

家
庭

・
学
校
に
お

け
る
男
女

平
等

や
人

権
に
つ
い
て

の
教
育
を

充
実

さ
せ

る

加
害

者
に
対
す
る

カ
ウ
ン
セ

リ
ン

グ
を

行
う

行
政

や
警
察
が
啓

発
活
動
を

積
極

的
に

行
い

、
配
偶

者
や
恋
人

な
ど

か
ら

の
暴
力
防
止

に
対
す
る

世
論

を
高

め
る

1172 46.1 42.8 39.3 37.5 28.3 27.1 25.5 25.4

10～30歳代 210 42.6 35.1 36.1 33.8 30.7 27.1 22.2 23.3

40～50歳代 232 40.9 32.2 36.2 26.1 26.0 21.1 13.7 19.0

60歳以上 140 40.6 46.4 47.8 24.6 23.2 31.9 36.2 29.0

10～30歳代 204 48.8 38.7 34.3 44.5 34.0 30.6 23.6 27.4

40～50歳代 238 52.2 58.7 44.6 52.9 30.1 28.6 36.3 27.9

60歳以上 147 39.1 51.1 46.7 28.3 25.0 23.9 22.8 38.0

男性

女性

全体

55.3

21.2

5.9 5.9 3.5
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組
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必
要
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い
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で
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な
い

就
業
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則
や
社
内
規
程

な
ど
で
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
禁

止
を
規
定
し
て
い
る

社
内
（社
外
）に
相
談
窓

口
を
設
置
し
て
い
る

啓
発
資
料
な
ど
を
配
布

し
て
い
る

女性従業員がいる企業・事業所(n=85）

(%)
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43.5

47.5

39.6

36.7

30.4

42.9

7.2

6.7

7.6

5.1

8.1

2.2

7.6

7.3

7.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=1,172）

男性（n=583）

女性（n=589）

必要がある どちらかといえば必要がある
どちらかといえば必要ない 必要ない
無回答

（（５５））防防災災・・災災害害対対策策ににおおけけるる状状況況 

①①防防災災・・災災害害復復興興対対策策ででのの性性別別にに配配慮慮ししたた対対応応のの必必要要性性【【町町民民調調査査】】 

●防災・災害復興対策で性別に配慮した対応は、「必要がある」もしくは「どちらかといえ

ば必要がある」との意見が男女ともに８割以上となっています。

②②防防災災・・災災害害復復興興対対策策ででのの性性別別にに配配慮慮ししたた対対応応がが必必要要ななこことと【【町町民民調調査査】】 

●「避難所の設備（男女別のトイレ、更衣室、洗濯干し場など）」が男女ともに７割以上と

高くなっています。

●『女性』は「男女両方の医療スタッフの配置」への要望が男性よりもやや高くなってい

ます。

70.7

40.2
32.3 28.9

23.4 18.7 17.4
7.7

70.3

35.6 31.5 31.3
24.3 21.3 16.2

8.0

71.0
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33.0
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入
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入
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（（６６））町町のの男男女女共共同同参参画画推推進進にに対対すするるニニーーズズのの状状況況 

①①男男女女がが共共にに働働ききややすすいい環環境境ににつついいてて 

●町民が求めていることとして最も高いのは「仕事と家庭の両立を可能にするような環境

の整備が十分であること」ですが、企業・事業所は「特にない」の意見が最も高く、次

いで同回答が高くなっています。

 

＜＜企企業業・・事事業業所所にに町町民民がが求求めめるるこことと（（上上位位６６位位））＞＞【【町町民民調調査査】】 

 

 

＜＜企企業業・・事事業業所所がが必必要要とと考考ええるるこことと（（上上位位５５位位））＞＞【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】 
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②②男男女女共共同同参参画画をを積積極極的的にに進進めめるるたためめにに行行政政がが力力をを入入れれるるべべききこことと 

＜＜企企業業・・事事業業所所調調査査＞＞ 

●男女共同参画を積極的に進めるために行政が力を入れるべきこととして、『女性従業員が

いない企業・事業所』では「企業等に対して、性別にかかわらず働きやすい職場づくり

を促進する」が最も高くなっています。
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③③自自由由意意見見【【町町民民調調査査】】  

●町民調査における男女共同参画に関する意見について、主なものは次のとおりです。 

 
【【男男女女共共同同参参画画ののままちちづづくくりりにに向向けけたたアアイイデデアア】】  

意見 性別 年齢 

区、町に男女が共に参画出来やすくなる行事や村起し的な事がやれる様なま
ちづくり、たとえば区（村人）民の子供から老人までいっしょに花壇づくり
をしたり、正月が近づけば皆でしめ縄作りやクリスマス会等やれる様な雰囲
気をもたせられる様な行政からの支援等お願い出来ればと思います。 

男性 70歳代 

ＬＧＢＴの人たちが胸をはっていける社会にするために、そういう人たちの
ことを説明する機会があればいいなと思っています。 
（カフェトークなどをすればいいと思います。） 

- 10歳代 

神河町の地域社会では、これは男性の役割、これは女性の役割という考え方
や慣例がたくさんあると思います。男女がともにまちづくりに参画するため
には、地域での男女共同参画に関する理解を促す働きかけや、家庭内、個人
での意識を変えていくことが必要ではないかと思います。 

女性 40歳代 

町における各種委員会の委員の数を、男女同数にする。女性の意見が反映さ
れやすくなる。自治会の役員（区長・隣保長・組長）に女性が成るように町
が積極的にリードしていく。 

男性 60歳代 

女性の消防団員を増やして、男女で神河町の防災活動を推進していくとよい
と思います。   

男性 30歳代 

少子高齢の地域性を活かしたとり組みが必要。共働き単身世帯では、高齢者
（まだまだ元気な）が例えば 18時頃まで集まる集会所や施設に学校帰りの子
供を預かってもらいコミュニケーションがとれる環境があればとても助かる
し、安心できるし、子供の教育にもなるのではないか。高齢者もコミュニテ
ィの場となると思います。 

女性 30歳代 

 
【【男男女女のの不不平平等等感感】】  

意見 性別 年齢 

区の行事として、「婦人会がなくなった代わりに行事の手伝い（炊き出し手伝
い）」とか隣保館の掃除も女性のみの行事がある。集金日も女性のみが集まる
風習がある。町内でパートをしようとしても、子どもが小さい時は特に、「病
気等で休まれますよね」と言われ正直、男尊女卑と感じた。子どもの世話は
女性の仕事と感じた。 

女性 40歳代 

高校生、女です。正直まだ働く上でどのような男女差が生じているかはあま
り分かりませんが、地域に根付く男女格差が何だか「古い」と思います。 
例えば秋祭りは男性ばかりが参加、女性は炊き出し。清掃活動は女性がゴミ
拾いや窓ふき、男性がみぞそうじや草かり。区長や隣保長は男性ばかり。 
上の世代たちは「伝統」にもう違和感がないのかもしれないけれど、正直お
かしいし、私が大人になって子どもができたとき、育てていきたい環境では
あまりありません。一人一人が今一度身近な問題に目を向けてほしいです。 

女性 10歳代 

男性は消防の活動で休日がなくなったり、地域の活動もあり、子供や家族と
すごす時間が少なくなっている。 

男性 30歳代 
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④④自自由由意意見見【【企企業業・・事事業業所所調調査査】】  

●企業・事業所調査における男女共同参画に関する意見について、主なものは次のとおり

です。 

 
【【女女性性のの雇雇用用にに肯肯定定的的なな意意見見・・必必要要なな取取組組】】  

意見 

人口が減少する中で女性の労働力は増々重要である。近年当社グループ入社の女性社員は優秀
であり、人事、昇進について、男性に見劣りしない。現状の障害は子育て等により会社を退職
する例があり、課題と考える。 

建設業関係ですが、以前にくらべて女性が多くなっていると思う。性別にかかわらずと思う
が、そのためには廻りの協力も必要で社会も会社も家庭や家族も協力が必要です。 

少子化、高齢化が進む当町においては、男女共同参画は当然であり、労働力確保のためには、
男女の区別なく若者から高齢者までその人に適した職を持つ事は健康管理の観点からも有効で
あり、行政と共にその様な社会環境造りが必要。たとえば親子三代同居家族環境造り等働ける
場所の拡大。 

男女共同という言葉自体に違和感があります。テーマがこれなので仕方はありませんが、個人
を尊重し、個性を生かし自分らしく生活できるように、まわりや自分自身が相手を思いやれる
事が大事かと思います。 
会社が個人個人をしっかり見て、お互い支え合いながら出来ればと思いますが、現実男女問わ
ず、休暇の負担がこれ以上増える事にきびしさを感じます。 
従業員を守り、生活できるようにする事も会社の責任がありますので、会社や企業などが休暇
などをしっかり取らせてあげれるような、体制や政策が必要だと思う。 

 
【【女女性性のの雇雇用用のの困困難難ささ】】  

意見 

田舎は作業のよくある所。女の人は男の人にくらべ、力が足りない。しかし人数の少ない田舎
に行く程区長、隣保長等取り決めがあり…どうしても女性はあとまわしと思う点がたくさんあ
る。なかなかはっきり意見が言えないし、男性優先である。女性の区長でもよいのではと思
う。 

雇う側も細心の注意を払い、これまでパートさん等雇って参りましたが、雇われる側の権利を
強く仰る方が多く、新規の採用に踏み切れない所もあります。 
雇う側はもちろんですが、雇われる側の方も突然辞めたり、それなりの年齢なのに親が出てき
たり、と困るようなことを（常識的な）しないよう努めることを、どこかで啓発して頂ければ
うれしいです。そうなると、もっと採用も増えるのではないかと思います。 
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３３  第１次計画の評価 

第１次計画に関して、成果目標の達成状況を次の６段階で評価しました。評価は、施策目標の達

成度を基準とするとともに、担当課におけるヒアリング等を踏まえ、事業の実施状況から判断しま

した。 

また、施策ごとに成果目標の達成度から平均点を算出し、総合的に評価したところ、「あらゆる分

野における女性の活躍推進」の施策において、目標の達成ができていない項目が多くなっています。 

【【評評価価基基準準】】  

段階 評価内容 目安 点数 

ＳＳ 目標以上の成果を得ている 
・目標を大幅 

（達成率 100％を上回る） 
2 

AA  目標に達している。 ・目標を達成（達成率 100％） 1.5 

BB  
目標に対してある程度の成果を得ている 

（第１次計画時より改善している） 

・目標未達成で、 

平成 26年時点より改善 
１.2 

CC  
取組を進めたが、成果を得るに至ってい

ない（第１次計画時から変化なし） 

・目標未達成で、 

平成 26年時点を維持 
１ 

DD  
取組を進めたが、成果が低い 

（第１次計画時から悪化している） 

・目標未達成で、 

平成 26年時点より悪化 
0.75 

EE  取組を実施できていない ・未実施 0 

 
【【各各施施策策ででのの性性格格目目標標達達成成ににおおけけるる平平均均点点】】  

施策 平均点 

１ 男女共同参画に関する意識改革・理解の促進 1.14 

２ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と家庭生活の両立の推進 1.39 

３ 男女の安全・安心な暮らしの実現 1.55 

４ あらゆる分野における女性の活躍推進 0.96 

 
  

1.14

1.39

1.55

0.96

男女共同参画に関する意識改革・理解の促進

雇用等における男女共同参画の推進と仕事と家

庭生活の両立の推進

男女の安全・安心な暮らしの実現

あらゆる分野における女性の活躍推進
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（（１１））男男女女共共同同参参画画にに関関すするる意意識識改改革革・・理理解解のの促促進進  

・ホームページでの男女共同参画週間等に関する情報発信を行うとともに、人権啓発のチラシ

を毎月発行することで周知を進めました。 

・学校生活では、「道徳」の時間を活用した男女平等に関する学習や、行事や各種活動において

男女にこだわらず役割分担を決定するなど、男女共同参画の視点に立った学習を進めていま

す。 

・学校生活での男女の垣根がなくなりつつある一方で、職業における男女差、出産・育児にお

ける復職の問題など学校から社会に出た際のギャップが生じています。また、LGBTなどの

新たな課題への対応が求められています。 

・学校職員の全体研修の実施は難しく、学校単位での研修や、個人研修（資料配布）、フォーラ

ムへの参加呼びかけを毎年実施しています。一方で、男女共同参画やワーク・ライフ・バラ

ンスに対する専門知識を持った人材の不足が生じています。 

・生涯学習に関して、人権啓発講演会や地区別の人権教室を開催していますが、目標より参加

者数が少なく、また参加者が固定化していることから、今後はより広い町民の参加につなげ

る必要があります。 

・日本語教室を月２回実施するとともに、アジア国際交流フォーラムを開催するなど、国際理

解、交流を進めています。 

  

【【成成果果目目標標のの達達成成状状況況】】  

指標 
実績値 

目標値 
達成度 

評価 平成 26年度 令和２年度 

１ 

「夫は外で働き、妻は家庭を守る

べき」という考え方に同感しない町

民意識の割合 

35.3％ 62.2％ 45.0％ ＳＳ  

２ 

男女共同参画について学んだり、

教えられたりしたことがある町民の

割合 

21.3％ 35.6％ 36.0％ ＢＢ 

３ 
人権啓発講演会の実施回数/参

加人数 

２回/ 
約 700人 

２回/ 
R1：536人 

２回/ 
約 800人 ＣＣ 

４ 地区別人権教室の開催 全 40区 
全 40集落 
（38箇所） 

（R1） 
全 40区 ＡＡ 

５ 
家庭教育学級（保護者を対象に

した講演会等）の実施回数 
各学校１回 各学校２回 各学校２回 ＡＡ 

６ 
外国籍女性の交流会の開催数/ 

延べ参加人数 

２回/ 
延べ 15人 

未実施 
（平成 28年度

以降） 

２回/ 
延べ 30人 ＥＥ 

７ 
在住外国人を対象とした日本語

教室の開催 

隔週１回 

２会場 

５名の参加 

月２回の実
施 

隔週１回 

２会場 

10名の参加 
ＤＤ 
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（（２２））雇雇用用等等ににおおけけるる男男女女共共同同参参画画のの推推進進とと仕仕事事とと家家庭庭生生活活のの両両立立のの推推進進  

・女性の就業機会の拡大に対して、「かみかわお仕事ナビ」サイト（ハローワーク）での求人情

報の掲載や、企業・創業への支援として創業セミナーを商工会にて開催しました。情報発信

に関しては、兵庫県及びひょうご仕事と生活センターが実施する講座等の周知を進めていま

す。 

・ワーク・ライフ・バランスに関する認知度は高まっていますが、一方でワーク・ライフ・バ

ランスの希望の実現が困難になっており、各種制度の周知を進める必要があります。 

・保育サービスに関して、病児・病後児保育を令和３年３月から新たに実施しましたが、ファ

ミリーサポートセンター事業や学童保育クラブの人員不足や高齢化が課題となっています。

また、子育て学習センターの教室参加者や青少年スポーツ活動への加入者が少子化により減

少しています。 

  

【【成成果果目目標標のの達達成成状状況況】】  

 
指標 

実績値 
目標値 

達成度 

評価 平成 26年度 令和２年度 

１ 
職場の中でみて、男女の地位
が「平等である」と思う町民意
識の割合 

29.1％ 34.0％ 35.0％ ＢＢ  

２ 
家庭の中でみて、男女の地位
が「平等である」と思う町民意

識の割合 

40.8％ 38.7％ 50.0％ ＤＤ 

３ 
神河町における女性（25～44
歳）の就業率 
（国勢調査） 

73.2％ 
（Ｈ22） 

79.10% 
（H27） 

80.0％ ＢＢ 

４ 
仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）について見聞きし
たことがある割合 

39.4％ 61.6％ 50.0％ ＳＳ 

５ 

ワーク・ライフ・バランスの希望
がかなっていない人の割合（生
活の中における優先度で希望
と現実が異なっている人の割

合） 

63.8％ 61.1％ 50.0％ ＢＢ 

６ 男性の育児休業の取得状況 1.9％ 7.4％ 増加 ＡＡ 

７ 

中学生以下の子どもがいる男
性で、１日に家事・育児に費や
す時間が１時間未満の人の割
合 

46.1％ 40.2％ 35.0％ ＢＢ 

８ 
男性の家事・育児参画促進事
業の実施 

12回/ 
134人 

14回/ 
168人
（R1） 

12回/ 
140人 ＳＳ 

９ 病児・病後児保育の実施 未実施 実施 実施 ＡＡ 
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（（３３））男男女女のの安安全全・・安安心心なな暮暮ららししのの実実現現  

・防災に関しては、毎年２回の防災講習と毎年１回の防災訓練を実施しました。女性消防団員

の新規入団者は０人ですが、各区自主防災組織のサブリーダーは全区で女性が就任していま

す。 

・妊婦教室（プレママカフェ）は、妊娠中から産後間もない母親同士の交流と、専門職との支

援関係を構築し、母子の孤立を防ぎ育児の悩みの改善につなげています。平成29年度から、

父親の育児への参加や夫婦の育児期のきずなづくりを促すテーマを盛り込むなど、子育てを

両性で共有する意義を伝える両親教室（プレパパプレママ教室）も実施しています。 

・各種健診・検診を充実するとともに、平成 28年４月より「神河町子育て世代包括支援セン

ター」（かみかわのたからもの相談所）を開設し、子どもに関する相談のワンストップ窓口と

して相談に応じる体制を整備しています。 

・思春期保健事業「いのちの大切さ学び教室」で中学生、高校生に向けて早い時期からデート

DVの周知・防止教育を進めています。 

・性的少数者（セクシャルマイノリティ）に関して、窓口での性の尊重や多様性に配慮した対

応を行うとともに、人権チラシ等での情報発信を行っています。 

 

【【成成果果目目標標のの達達成成状状況況】】  

 
指標 

実績値 
目標値 

達成度 

評価 平成 26年度 令和２年度 

１ 女性消防団員数 １人 １人 ５人 ＣＣ 

２ 
オレンジカフェ（認知症カフェ）
の実施回数/参加者数 

月１回 
/６名 

月１回 
/６名（Ｒ１） 

月２回 
/８名 ＣＣ 

３ 
思春期保健事業（いのちの大
切さ学び教室）の実施回数/参
加者数 

10回/406
名 

13回/446
人（R1） 

10回
/400名 ＳＳ 

４ 
妊婦教室（プレママカフェ）の実

施回数/参加者数 
３回/30人 

９回/70人 

（Ｒ１） 

３回/30

人 ＳＳ 

５ 
乳がん自己検診教育の実施
回数/参加者数 

10回/328

人 
10回/475

人（R1） 

８回/300

人 ＳＳ 

６ 
ＤＶを経験したことがある女性
の割合 

6.5％ 3.2％ ０％ ＢＢ 

７ 
セクハラを経験したことがある
女性の割合 

4.8％ 4.2％ ０％ ＢＢ 

８ 
要保護児童対策実務者会議
の開催数 

０回 年５回 
年４回 

定例開催 ＳＳ 
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（（４４））ああららゆゆるる分分野野ににおおけけるる女女性性のの活活躍躍推推進進  

・女性の参画機会の充実に関して、農業委員や、人・農地プラン検討会での女性委員を１人登

用しています。 

・かみかわ銀の馬車道まちづくり協議会には、企画運営等に女性が積極的に参加しています。 

・庁内において、管理職のうち女性が占める割合が、平成 28年の 2.7％から、令和２年には

22.2％と大きく上昇しています。また、令和２年に男性が育児休業を取得するなど、庁内で

は女性の参画や男性の育児参加が進んでいます。 

 

  【【成成果果目目標標のの達達成成状状況況】】  

 
指標 

実績値 
目標値 

達成度 

評価 平成 26年度 令和２年度 

１ 
社会全体でみて、男女の地
位が「平等である」と思う町民
意識の割合 

17.1％ 16.2％ 25.0％ ＤＤ 

２ 
自治会等の地域活動の場で
みて、男女の地位が「平等で
ある」と思う町民意識の割合 

31.4％ 28.0％ 40.0％ ＤＤ 

３ 審議会等の女性割合 20.6％ 20.2% 35.0％ ＤＤ 

４ 防災会議の女性委員数 １人 １人 増加 ＣＣ 

５ 
播磨自治研修会への職員の

延べ派遣人数 

延べ 

74人 

延べ 

112人 

延べ 

110人 ＡＡ 

６ 
能力開発・職域拡大に向け
た職員研修の実施回数 

年３回 年２回 年３回 ＤＤ 

７ 
町男性職員の育児休業取得
者数 

０人 １人 増加 ＢＢ 

８ 
町男性職員の介護休業取得
者数 

０人 ０人 増加 ＣＣ 
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４４ 課題と今後の方針

第１次計画に基づき男女共同参画社会の実現に向けた取組を進め、社会の動向、アンケート調査

や計画の達成状況を見ると、その成果が現れた点と、今後更に取組を進めていかなければならない

課題が残されています。

男男女女共共同同参参画画意意識識のの向向上上 

・いずれの年齢においても、固定的性別役割分担意識の解消が進んでいます。その一方で、男女共同

参画に関する法律や条例等はあまり知られていません。

・依然として政治の場や社会通念・慣習・しきたり等、社会全体では男性優遇の考えが多くを占めて

おり、特に本町では、慣習やしきたりが多いという意見もあります。

・一方で、学校教育の場では男女の平等感が高い傾向にあり、社会や家庭とのギャップが生じている

状況です。

・男女共同参画について学んだり、教えられた経験がある人の割合は増加しました。しかし、40 歳

以上の人は学んだ経験がない人が多くを占めており、生涯学習の講座への参加者が固定化している

傾向にあります。

●慣習やしきたりの見直しや、様々な場面で男女が平等に感じることができるよう、学

習・啓発の場に年齢や性別にかかわらず多くの人が参加することができる環境づくりを

進めます。

●今後も様々な男女共同参画に関する制度や法律、取組が進む中、それに関する情

報をより多くの人が知ることができるよう情報の発信を充実します。

今今後後のの方方針針 
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性性別別ににかかかかわわららずず活活躍躍ででききるる環環境境づづくくりり 

・本町の女性の就業率が上昇し、また、職場での男女の平等感がやや上昇しました。教育・研修の機

会や定年までの勤務に関しては男女差がないとの意見が多い一方で、昇格・昇進や管理職への登用、

賃金の待遇面では、依然として男性優遇の意見が多くを占めています。

・調査に回答した町内の企業・事業所の３割以上が女性を雇用していない状況です。また、全体の５

割以上が今後女性の登用を考えていない意向でありますが、町内では、雇用者数が少ない企業・事

業所が多くを占めることから、女性に限らず新たな雇用を見込んでいないことも推察されます。

・女性従業員がいる企業・事業所でも、女性が活躍できる環境づくりに取り組んでいないことが多い

傾向にあります。

ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの充充実実 

・ワーク・ライフ・バランスの認知度が上昇している一方で、ワーク・ライフ・バランスの希望がか

なっている人が減少しており、その多くが仕事のみを優先する状況に陥っています。また、企業・

事業所もワーク・ライフ・バランスの実現のために何も取り組んでいないことが多い傾向にありま

す。

・少子高齢化の進行と転出者が多いことにより、町内の人口が減少し、特に若者が少ない状況にあり

ます。さらに、地域活動への若者の参加が少なく、今後の参加意向も低い状況にあります。

・町民は仕事と家庭の両立を可能とする環境の整備を企業・事業所に求めている人が多く、その一方

で、企業・事業所側の２割以上は同様の認識を持っています。

●少人数の企業・事業所においても、女性の雇用を考

慮できるように、町内の企業・事業所に対して女性の

活躍できる利点や事例等及び女性が働きやすい環

境づくりに関する情報発信、支援を行います。

今今後後のの方方針針 

●ワーク・ライフ・バランスの希望を実現できるように、仕

事と家庭を両立するための支援・サービスを充実すると

ともに、家庭や地域活動に参加しやすい環境づくりに向

けて、企業・事業所、活動団体との協働に努めます。

今今後後のの方方針針 
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暴暴力力・・ハハララススメメンントトのの防防止止とと被被害害者者へへのの支支援援のの充充実実 

・暴力やハラスメントの経験は、平成 27年時点より減少し、調査全体で１割となりました。自身が

経験したことや、自分の周りに経験した人がいることとして、パワー・ハラスメントが多い傾向に

あります。

・暴力やハラスメントの経験者のうち、どこにも相談できなかった人が男女とも２割以上であり、男

女ともに相談しやすい環境づくりや情報提供を重要視しています。また、女性はシェルター（避難

所）の要望が高くなっています。

・その一方で、企業・事業所の多くが、各種ハラスメント対策を取り組む必要性を感じておらず、ま

た、取り組む必要性を感じていても進んでいない場合も２割以上となっています。

女女性性のの参参画画拡拡大大 

・地域活動の場や社会全体で男女の地位の平等感が下降しており、各種審議会・会議における女性参

画が進んでいない状況です。

・企業・事業所は、行政が高齢者や障がいのある人、子育て支援サービスの充実に力を入れるべきと

の意見が多く、また、女性従業員がいない企業・事業所は、性別にかかわらず働きやすい職場づく

りの促進に行政が力を入れるべきとの意見が多くなっています。

・災害時には性別の配慮が必要と、男女ともにほとんどの人が認識しており、特に避難所の設備を重

要としています。

●暴力・ハラスメントの根絶に向けた取組を引き続き進め

るとともに、被害を受けた人が「相談できなかった」こと

がないように、相談先の周知を行います。

●暴力やハラスメントが許されない行為である認識を広く

周知し、企業・事業所が対策の必要性を認識し、対策

に取り組むための支援を行います。

今今後後のの方方針針 

●様々な場面で女性の視点、考え方を活かすことができ

るよう、政策・方針決定過程における女性の参画を進

めるため、女性が能力を十分に発揮できる環境づくりを

進めます。

●災害時における性別の配慮の必要性を共有し、避難所

や支援に関して、男性と女性の両視点に基づいた対策

を講じます。

今今後後のの方方針針 



43

第第３３章章 計計画画のの基基本本的的なな考考ええ方方 

１１ 基本理念 

神河町では「人権尊重のまち」として、性別に関わらず一人一人の人権が尊重され、充実した

生活を送ることができるようまちづくりが進められてきました。

今後はさらに、神河町における男女共同参画に関する取組を総合的かつ計画的に推進すること

で、一人一人がお互いを認め合い、自らの行動につなげ、性別に関わりなく発揮されるその個性

と能力を、活力あふれるまちづくりに活かしていきたいと考えます。

今回策定する第２次計画は、第１次計画からさらに一歩進み、地域に住む人々が個々の在り方

や多様性を認めて、交流する「つながり」を醸成することを目指し、「認めあい 自らの行動でつ

ながり ハートがふれあう 私のまち かみかわ」を基本理念とします。

認認めめああいい 自自ららのの行行動動ででつつななががりり ハハーートトががふふれれああうう 

私私ののままちち かかみみかかわわ 

第第２２次次計計画画 

誰誰ももががととももにに認認めめああいい ハハーートトががふふれれああううままちち かかみみかかわわ 

第第１１次次計計画画 
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２２ 基本目標 

基本理念の実現に向けて、次の４つの基本目標を設定し、これまでの現状と課題を考慮して、

計画を体系的に推進します。

基本本目目標標３３ 

誰もが安全全・・安安心心にに 

暮らせるるままちちづづくくりり

基基本本目目標標２２  

誰誰ももがが活活躍躍ででききるる 

環環境境づづくくりり

基基本本目目標標４４ 

ああららゆゆるる分分野野にに 

参参画画ででききるる社社会会づづくくりり

基

誰もが

暮らせ

認認めめああいい  

自自ららのの行行動動ででつつななががりり  

ハハーートトががふふれれああうう 

私私ののままちち かかみみかかわわ 

基基本本目目標標１１  

男男女女共共同同参参画画のの 

意意識識づづくくりり 
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●●  ＳＳＤＤＧＧｓｓのの視視点点  

SDGsとは「Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）」の略で、2015年

に国連サミットにおいて全会一致で採択された国際社会の共通の目標です。 

SDGsの考え方とは、経済・社会・環境の三側面における持続可能な開発を、統合的な取組と

して推進しながら、「誰一人取り残さない」という基本理念のもと、2030年を達成の期限として

17の国際目標（ゴール）を設定し、すべての国、すべての人が実現に向けて役割を果たそうとす

るものです。 

目標の達成に向けて、一人ひとりが協力していくことが重要であり、本計画においても、

SDGsの視点を踏まえた計画の推進をめざし、基本目標ごとに関連する項目を示しています。 

 

 

１１  貧貧困困ををななくくそそうう  

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を

終わらせる  

１１００  人人やや国国のの不不平平等等ををななくくそそうう  

国内および国家間の格差を是正する 

 

２２  飢飢餓餓ををゼゼロロにに  

飢餓を終わらせ、持続可能な農業を

促進する  

１１１１  住住みみ続続けけらられれるるままちちづづくくりりをを  

都市と人間の居住地を包摂的、安全、

強靭かつ持続可能にする 

 

３３  すすべべててのの人人にに健健康康とと福福祉祉をを  

健康的な生活を確保し、福祉を促進

する  

１１２２  つつくくるる責責任任つつかかうう責責任任  

持続可能な消費と生産のパターンを確

保する 

 

４４  質質のの高高いい教教育育ををみみんんななにに  

包摂的かつ公正な教育を確保し、生

涯学習の機会を促進する  

１１３３  気気候候変変動動にに具具体体的的なな対対策策をを  

気候変動とその影響に立ち向かうた

め、緊急対策を取る 

 

５５  ジジェェンンダダーー平平等等をを実実現現ししよようう  

ジェンダー平等を達成し、すべての

女性にエンパワーメントを行う  

１１４４  海海のの豊豊かかささをを守守ろろうう  

海洋と海洋資源を持続可能な開発に向

けて保全し、持続可能な形で利用する 

 

６６  安安全全なな水水ととトトイイレレをを世世界界中中にに  

すべての人に水と衛生へのアクセス

と持続可能な管理を確保する  

１１５５  陸陸のの豊豊かかささもも守守ろろうう  

陸上生態系の保護、ならびに生物多様

性損失の阻止を図る 

 

７７  エエネネルルギギーーををみみんんななににそそししててククリリーーンンにに  

信頼でき、持続可能な近代的なエネ

ルギーへのアクセスを確保する  

１１６６  平平和和とと公公正正ををすすべべててのの人人にに  

あらゆるレベルにおいて効果的で責任

ある包摂的な制度を構築する 

 

８８  働働ききががいいもも経経済済成成長長もも  

生産的な完全雇用およびディーセン

ト・ワークを推進する  

１１７７  パパーートトナナーーシシッッププでで目目標標をを達達成成ししよようう  

実施手段を強化し、グローバル・パー

トナーシップを活性化する 

 

９９  産産業業とと技技術術革革新新のの基基盤盤ををつつくくろろうう  

持続可能な産業化を推進するととも

に、技術革新の拡大を図る 
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３３  計計画画のの体体系系  

基本

理念 
基本目標 基本施策 施策 

認
め
あ
い 

自
ら
の
行
動
で
つ
な
が
り 

ハ
ー
ト
が
ふ
れ
あ
う 

私
の
ま
ち 

か
み
か
わ 

１  男女共同参画

の意識づくり 

（１）啓発・情報提供の

充実 

１ 情報の収集と提供 

２ 啓発の推進 

（２）教育での男女共同

参画の理解促進 

１ 男女共同参画の視点に立った教育・保育の推進 

２ 多様な選択が可能なキャリア教育の推進 

３ 教育・保育にあたる職員の意識の向上 

（３）地域での学習・理

解促進 

１ 生涯を通じた学習機会の提供の充実 

２ 国際理解、交流の推進 

２ 誰もが活躍で

きる環境づくり 

【女性の職業生活

における活躍推進

計画】 

（１）女性の就労支援と

働く場の拡大 

１ 就労に関する相談体制の充実 

２ 女性の就労支援の充実 

３ 多様な働き方への支援 

（２）家庭での男女の協

働 

１ 家庭における意識の醸成 

２ 子育てへの支援の充実 

３ 介護への支援の充実 

（３）ワーク・ライフ・バ

ランスの実現 

１ 町民への普及啓発 

２ 企業への働きかけ 

３ 誰もが安全・安

心に暮らせるま

ちづくり 

【DV防止計画】 

（１）暴力・ハラスメント

の防止と被害者支援 

１ DV・デート DV防止対策の推進 

２ ハラスメント防止に向けた取り組みの推進 

３ DVに関する相談窓口の周知 

４ 被害者に対する支援措置の実施 

（２）暮らしに困難を抱

える人への支援 

１ ひとり親家庭への支援の充実 

２ 性的少数者に配慮する意識の醸成 

３ 困難を抱える人々に対する相談の充実 

４ 高齢者等への地域における支援体制の充実 

（３）生涯を通じた心身

の健康支援 

１ 性と生殖に関する健康と権利に関する普及啓発 

２ 性差に応じた健康支援の提供 

（４）男女共同参画の視

点に立った防災・復

興体制の確立 

１ 防災意識の醸成 

２ 防災対策等における男女共同参画の推進 

４  あらゆる分野

に参画できる社

会づくり 

（１）男女共同参画によ

る地域の担い手づく

り 

１ 男女共同参画による地域活動の推進 

２ リーダーとなる人材の発掘及び育成 

（２）政策・方針決定の場

への女性の参画の拡

大 

１ 審議会等への女性登用の促進 

２ 女性の参画機会の提供 

３ 庁内における男女共同参画の徹底 
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第第４４章章 計計画画のの内内容容 

基本目標１ 男女共同参画の意識づくり

基基本本施施策策１１ 啓啓発発・・情情報報提提供供のの充充実実 

男女共同参画に関する動向や新たな取組、法制度等に関して、情報を収集し、広く町民に発

信することで、男女の平等や、性別にかかわらず活躍できるまちづくりに向けて、町民の意識

の醸成や制度や法律への理解を促します。

男女がともに活躍できるまちづくりに向けて、国、兵庫県、近隣市町が実施している取組を

収集・共有し、それらを鑑みることで、本町がさらに成長していくべき特性や、改めるべき状

況を把握し、今後の新たな取組につなげます。

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要

１１ 
情情報報のの収収集集とと

提提供供 

男女共同参画社会について町民が身近に情報に触れる機会を増やすため、国、県、

近隣市町等の男女共同参画に関する資料や、統計・調査等の資料を収集し、役場

や公民館等にわかりやすく展示・配置します。

主要事業 担当課

男女平等の視点に配慮した町の情報発信 全課

役場における男女共同参画に関する資料の提供 総務課

男女共同参画に関する資料収集の充実 総務課・公民館

２２ 啓啓発発のの推推進進 

男女共同参画社会の形成に向けた町民の意識の醸成を図るため、様々な機会を通

じた啓発を行います。また、県立男女共同参画センターの利用や研修に関する周

知や、関連する法律や制度の理解促進、本計画の周知についても取り組みます。

主要事業 担当課

広報誌・ホームページ等による啓発 総務課

本計画の周知 総務課

人権啓発チラシの発行 教育課

  

基本基本
基本目標１

女共同参画の意識づくり女本本目標１ 男女女共同参画の意識づくり本目標１ 男女本目標１ 男女
男女共同参画の意識づくり
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基基本本施施策策２２  教教育育ででのの男男女女共共同同参参画画のの理理解解促促進進  

本町においても、社会や地域に比べて学校では男女の平等感が強く、性別にかかわらず個性

や能力を発揮し、自己を形成することができるよう、男女共同参画に関する学習機会を提供し

ています。 

引き続き、次世代を担う子どもたちが、幼いころから男女共同参画への理解や、性別にかか

わらず誰もが自分らしく健やかに成長することができるよう、男女共同参画の視点に立った教

育・保育を推進するとともに、携わる職員の専門性の向上に努めます。 

また、学校だけでなく、地域や家庭と連携した男女共同参画の推進に取り組むことで、学校

のみにとどまらず、地域全体での男女共同参画の意識共有を目指します。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  

男男女女共共同同参参画画

のの視視点点にに立立っっ

たた教教育育・・保保育育のの

推推進進  

子どものころから男女共同参画への理解を深めるため、教育・保育の場における

男女共同参画の視点に立った学習機会を提供します。 

主要事業 担当課 

男女共同参画の視点に立った学校教育 教育課 

家庭教育学級の実施 教育課 

男女共同参画に関する副読本等の活用 教育課 

男女共同参画の理解を深める本・児童書の紹介 公民館・教育課 

２２  

多多様様なな選選択択がが

可可能能ななキキャャリリ

アア教教育育のの推推進進  

性別にとらわれず、本人の選択を尊重した進路指導を推進するため、各教科の学

習や活動においてキャリア教育を進めます。職場体験や、職場見学等を通じて社

会とかかわり、性別にとらわれない職業意識の醸成を目指します。 

主要事業 担当課 

トライやる・ウィーク等の実施 教育課 

３３  

教教育育・・保保育育ににああ

たたるる職職員員のの意意

識識のの向向上上  

子どもたちの男女共同参画に関する意識づくりや、多様性に応じたきめ細やかな

対応を図るため、教育・保育にあたる職員の意識づけに取り組みます。 

主要事業 担当課 

男女共同参画に関する職員研修の実施 教育課 

男女共同参画に関する教材研究、自己研修への支援 教育課 
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基基本本施施策策３３  地地域域ででのの学学習習・・理理解解促促進進  

誰もが互いの個性を尊重し合う意識を共有し、町民の一人一人が男女共同参画の啓発の担い

手になることができるよう、男女共同参画に関して学ぶことができる場として講演会や教室

を、引き続き開催します。また、より広い年齢層、より多くの人に参加してもらうために、関

心の高いテーマで実施できるように努めます。 

また、様々な機会を通じて、男女共同参画に関するテーマを取り扱い、活発な意見交換や、

活動の企画ができるよう、町民主体の活動も支援します。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  

生生涯涯をを通通じじたた

学学習習機機会会のの  

提提供供のの充充実実  

町民が生涯にわたり男女共同参画について学習することができるよう、講座の開

催や託児つき事業等の実施を通して町民の学習活動を支援します。 

また、町民の人権学習等への関心を高めることを目的に、積極的に活動する個人

や団体に対して支援を行います。 

主要事業 担当課 

人権啓発講演会の開催 教育課 

地区別人権教室の開催 教育課 

町民を主体とした活動への支援 教育課 

２２  
国国際際理理解解、、交交流流

のの推推進進  

人種や国籍に関わらず、町民が男女共同参画社会を実現できるよう、国際理解を

深めるための交流活動等を通じて意識の醸成を図ります。 

主要事業 担当課 

外国籍女性の交流会の実施 
健康福祉課 

ひと・まち・みらい課 

国際理解のための講座等の開催 ひと・まち・みらい課 
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基本目標２ 誰もが活躍できる環境づくり

基基本本施施策策１１ 女女性性のの就就労労支支援援とと働働くく場場のの拡拡大大 

女性の職業能力の開発、再就職や起業等に関する情報提供や相談、学習機会への提供、企業

への支援や、農業分野への参画支援により、働く場において、男女の均等な機会と待遇が確保

できるように支援を行います。

また、就労者側だけでなく、企業等が女性の雇用に向けて積極的に進めることができるよ

う、女性活躍に関する取組や、関連する制度等、情報の共有を行います。

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要

１１ 
就就労労にに関関すするる相相

談談体体制制のの充充実実 

相談事業にかかる関係機関等との連携強化や、国や県の相談窓口との連携を図

り、適切な支援につなげるなど女性就労に関する総合的な相談窓口として、体制

の整備と周知を図ります。

主要事業 担当課

相談事業の周知啓発
地域振興課

ひと・まち・みらい課

２２ 
女女性性のの就就労労支支

援援のの充充実実 

女性の主体的な職業能力の開発につながるよう、資格・技能取得のための講座等、

学習機会の提供を行い支援します。

また、出産・育児、介護等で退職した女性が働く場をみつけることができるよう、

女性に対する就業情報の提供に取り組みます。

主要事業 担当課

自己啓発、能力開発に関する講座の実施 地域振興課

ハローワークと連携した求人情報の提供 地域振興課

３３ 
多多様様なな働働きき方方

へへのの支支援援 

働く場で活躍する女性や、様々な働き方について、企業等に情報提供を行い、女

性の雇用や活躍の場の拡大を目指します。

また、起業・創業への支援や、農業等の分野での女性の活躍に向けて、支援を行

います。

主要事業 担当課

企業等への啓発・情報共有の充実 地域振興課

起業・創業支援事業の実施 ひと・まち・みらい課

家族経営協定の締結の普及啓発 地域振興課

基本 も基本目標２ 誰も
基本目標２

もが活躍できる環境づくりも本本目標２ 誰ももが活躍できる環境づくり本目標２ 誰も本目標２ 誰も
誰もが活躍できる環境づくり
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基基本本施施策策２２  家家庭庭ででのの男男女女のの協協働働  

男女がともに家事・育児にかかわることができるよう、家庭における男性参画の意識の醸成

や、育児や介護に携わる町民の負担軽減に向けた支援制度やサービスの普及啓発を図ります。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  
家家庭庭ににおおけけるる意意

識識のの醸醸成成  

家庭において男女がともに家事・育児・介護に取り組む意識を持つことができる

よう、家庭での意識の醸成に向けた啓発や講座を実施します。 

主要事業 担当課 

男性の家事・育児・介護参画促進事業の実施 健康福祉課 

母親教室（プレママカフェ）の実施 健康福祉課 

両親教室（プレパパプレママ教室）の実施 健康福祉課 

２２  
子子育育ててへへのの支支援援

のの充充実実  

男女がともに子育てをしながら働き続けることができるよう、多様な保育サービ

スの普及に取り組みます。 

主要事業 担当課 

保育所・幼稚園の認定こども園移行の推進 教育課 

就労形態に合わせた保育サービスの充実 
（延長保育、一時保育、ファミリーサポート、ショー
トステイ等） 

教育課 

学童保育クラブ管理運営事業の充実 教育課 

子育て学習センター事業の充実 教育課 

病児・病後児保育の充実 教育課 

青少年のスポーツ活動の充実 教育課 

低年齢児保育の拡大の検討 教育課 

３３  
介介護護へへのの支支援援のの

充充実実  

男女がともに介護をしながら働き続けることができるよう、介助者の介護への負

担を軽減させるためのサービスの普及に取り組みます。 

主要事業 担当課 

介護保険サービスの普及啓発 健康福祉課 

障がい福祉サービスの普及啓発 健康福祉課 

  

  



52 

基基本本施施策策３３  ワワーークク・・ラライイフフ・・ババラランンススのの実実現現  

誰もが希望するバランスで仕事と家庭生活との両立を実現できる環境に向けて、長時間労働

の解消や、働き方の多様化の実現が求められています。ワーク・ライフ・バランスや女性活躍

推進に関する制度への認定・登録した企業が現状ないことから、より積極的に制度やワーク・

ライフ・バランスに関する周知・啓発を行います。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  

ワワーークク・・ラライイフフ・・

ババラランンススにに関関すす

るる町町民民へへのの普普及及

啓啓発発  

ワーク・ライフ・バランスに対する町民の理解促進に向け、ワーク・ライフ・バ

ランスの概念と意義の普及啓発に取り組みます。仕事と生活の調和や女性活躍推

進に関する制度への認定・登録を促すために、表彰や公共調達におけるインセン

ティブについて検討します。 

主要事業 担当課 

ワーク・ライフ・バランスに関する情報提供・発信 総務課 

仕事と生活の調和や女性活躍推進に関する制度への
認定・登録の促進 

地域振興課 

２２  

ワワーークク・・ラライイフフ・・

ババラランンススにに関関すす

るる企企業業へへのの働働きき

かかけけ  

ワーク・ライフ・バランスを実現するための仕組みを整えるため、短時間労働や

育児・介護休業制度を活用しやすくなるよう、企業に対する男女共同参画社会へ

の理解に向けた働きかけを行います。 

主要事業 担当課 

企業へのワーク・ライフ・バランスの啓発 地域振興課 

育児・介護休業制度の普及啓発 地域振興課 
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基本目標３ 誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり

基基本本施施策策１１ 暴暴力力・・ハハララススメメンントトのの防防止止とと被被害害者者支支援援【【ＤＤＶＶ防防止止計計画画】】 

暴力やハラスメントが重大な人権侵害であるという認識を町民及び企業等が持つように啓発

を充実し、また、防止対策と被害者の支援を充実します。

被害者が誰にも相談することができず、問題を抱え込んでしまうことがないように、相談窓

口の周知や、相談しやすい環境づくりに努めます。

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要

１１ 

ＤＤＶＶ・・デデーートトＤＤ

ＶＶ防防止止対対策策のの

推推進進 

ＤＶ・デートＤＶを未然に防止するため、町民の理解を深めるための意識啓発に

取り組みます。

主要事業 担当課

ＤＶ・デートＤＶ防止の周知啓発
住民生活課
健康福祉課

２２ 

ハハララススメメンントト防防

止止にに向向けけたた取取組組

のの推推進進 

町民に対するハラスメント防止のための啓発を通して、様々なハラスメントを根

絶するための機運づくりに取り組みます。

主要事業 担当課

企業等に対するハラスメント防止の周知啓発 地域振興課

３３ 
DDVV にに関関すするる相相

談談窓窓口口のの周周知知 

ＤＶ・デートＤＶを受けた被害者が相談できるように、相談窓口の周知に取り組

みます。

主要事業 担当課

DV・児童虐待相談対応
健康福祉課
住民生活課
教育課

４４ 

被被害害者者にに対対すす

るる支支援援措措置置のの

実実施施  

ＤＶ・デートＤＶやストーカー等を受けた被害者を保護し、自立を支援するため、

被害者に対する支援措置を実施します。

主要事業 担当課

ＤＶ・デートＤＶやストーカー行為被害者等の支援
住民生活課
健康福祉課

基本 誰もが安全・安心に基本目標３ 誰もが安全・安心に
基本目標３

誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり本 誰もが安全・安心に本目標３ 誰もが安全・安心に誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり本目標 誰もが安全・安心に本目標３ 誰もが安全・安心に
誰もが安全・安心に暮らせるまちづくり
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基基本本施施策策２２  暮暮ららししにに困困難難をを抱抱ええるる人人へへのの支支援援  

ひとり親家庭や、高齢者、障がいのある人、在住外国人、性的少数者等、複合的に困難な状

況に置かれやすい人々が、男女ともに安心に暮らすことができるよう、悩みを相談することが

でき、また必要に応じて自立に向けた支援を受け、地域社会全体で支えるための体制の充実

等、環境の整備を図ります。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  
ひひととりり親親家家庭庭へへ

のの支支援援のの充充実実  

生活上の困難に陥りやすいひとり親家庭に対して、自立支援や相談支援を行うこ

とにより、仕事と家庭生活の両立に向けた支援に取り組みます。 

主要事業 担当課 

ひとり親家庭への自立支援・相談支援の充実 

ひと・まち・みらい課 

住民生活課 

健康福祉課 

２２  

性性的的少少数数者者にに

配配慮慮すするる意意識識

のの醸醸成成  

性的少数者（セクシャルマイノリティ）が性別の枠にとらわれることなく、社会

に参画するための取り組みを進めます。 

主要事業 担当課 

性の尊重や多様性に配慮した町の情報発信 全課 

性の尊重や多様性についての教育の充実 教育課 

３３  

困困難難をを抱抱ええるる

人人々々にに対対すするる

相相談談のの充充実実  

性別による役割分担意識から生じる負担や性別に起因する課題を抱える高齢者、

障がいのある人、外国人等、複合的な困難を抱える人々に対して、解決に向けた

相談体制の充実を図るとともに、支援につなげます。 

主要事業 担当課 

相談体制の充実 健康福祉課 

４４  

高高齢齢者者等等へへのの地地

域域ににおおけけるる支支援援

体体制制のの充充実実  

男女のニーズを反映するなど、男女共同参画の視点に立った高齢者等の地域にお

ける支援体制の充実を図ります。 

主要事業 担当課 

認知症カフェの実施 健康福祉課 

安心見守り支えあいネットワーク事業の充実 健康福祉課 
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基基本本施施策策３３  生生涯涯をを通通じじたた心心身身のの健健康康支支援援  

男女ともに性や生殖に関する健康を保持し、自己決定を図る権利が保障されるという視点の

もと、子どもを持つか、持つならいつ、何人持つかなど男女が主体的に、妊娠や出産等を選択

し、健康管理を行うことができるよう意識の啓発を図ります。 

また、性差に配慮した生涯にわたる健康づくりの支援に取り組みます。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  

性性とと生生殖殖にに関関

すするる健健康康とと権権

利利にに関関すするる普普

及及啓啓発発  

男女がともに性について正しい認識を持ち、主体的な生き方を選択していくこと

ができるよう、生涯にわたり性と生殖に関する健康の保持や自己決定を図るため

の身体的・精神的・社会的な諸権利が保障されていることについて周知啓発を図

ります。 

主要事業 担当課 

思春期保健事業（いのちの大切さ学び教室）の実施 健康福祉課 

２２  
性性差差にに応応じじたた健健

康康支支援援のの提提供供  

男女の異なる健康上の課題に対する健康づくりを推進するとともに、安心して妊

娠・出産期を過ごすことができるよう支援を行います。 

主要事業 担当課 

母子健康手帳交付（保健指導、相談） 健康福祉課 

神河町子育て世代包括支援センター 
（かみかわのたからもの相談所）の実施 

健康福祉課 

男性女性特有のがん検診・教育の充実 健康福祉課 
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基基本本施施策策４４  男男女女共共同同参参画画のの視視点点にに立立っったた防防災災・・復復興興体体制制のの確確立立  

防災対策において、男女の視点を取り入れて緊急時の避難や支援が円滑に十分行うことがで

きるように、防災分野における女性の参画促進と、必要な支援と配慮を充実します。 

 

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要 

１１  防防災災意意識識のの醸醸成成  

災害時に発生しうる状況等について事前に学ぶ機会を設けるなど、災害時に性別

に関わらず町民が協力し合うための意識づくりを進めます。 

主要事業 担当課 

男女のニーズに配慮した災害対策に関する周知啓発 住民生活課 

２２  

防防災災対対策策等等にに

おおけけるる男男女女共共

同同参参画画のの推推進進  

防災の現場における女性の参画の拡大を図るなど、避難所運営や備蓄品の管理

等、男女共同参画の視点を取り入れた防災体制の充実に取り組みます。 

主要事業 担当課 

女性消防団員の入団促進 住民生活課 

自主防災組織等におけるリーダー育成の推進 住民生活課 

男女のニーズに配慮した防災体制の整備 住民生活課 
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基本目標４ あらゆる分野に参画できる社会づくり

基基本本施施策策１１ 男男女女共共同同参参画画にによよるる地地域域のの担担いい手手づづくくりり 

固定的性別役割分担意識に基づく考え方や習慣が、地域社会の様々な活動における支障とな

らないよう、これらを見直すための地域における活動や取組を推進します。また、男女共同参

画の視点を持った地域の担い手づくりを推進します。

NNoo.. 施施策策 施施策策のの概概要要

１１ 

男男女女共共同同参参画画

にによよるる地地域域活活

動動のの推推進進 

町民の主体的な男女共同参画に関する活動を支援するとともに、地域において男

女がともに活動に参画できるよう情報提供等を行います。

主要事業 担当課

男女共同参画に関する社会教育、町民活動の推進 教育課

２２ 

リリーーダダーーととなな

るる人人材材のの発発掘掘

及及びび育育成成 

地域の中から女性が社会的な意思決定過程に関わることができるよう、地域団

体、ボランティア、ＮＰＯ※等への女性の進出を推進するリーダーの育成や活用

を図ります。

主要事業 担当課

女性人材情報の収集と提供 総務課・教育課

リーダー養成に向けた情報提供や学習機会の提供 総務課・教育課

※NPOとは、Non-Profit Organizationの略。民間非営利組織等と訳され、医療・福祉、環境、文化・

芸術、スポーツ、まちづくり、国際協力・交流、人権・平和、教育、男女共同参画等多様な分野に

おける自主的・自発的な社会活動を行う団体のこと。平成 10年３月に成立した「特定非営利活動促

進法（ＮＰＯ法）」は、法人格を取得し、社会的信用を高めることを目的としてＮＰＯを支援・育成

していくためのもので、宗教や政治活動を主な目的としないという前提で、公益のために活動する

ことをＮＰＯ法人の要件としている。

基本基本
基本目標４

あらゆる分野に参画できる社会づくり本 あらゆる分野に参画できる社会づくり本目標４ あらゆる分野に参画できる社会づくりあらゆる分野に参画できる社会づくり本目標４ あらゆる分野に参画できる社会づくり本目標４ あらゆる分野に参画できる社会づくり
あらゆる分野に参画できる社会づくり
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基基本本施施策策２２  政政策策・・方方針針決決定定のの場場へへのの女女性性のの参参画画のの拡拡大大  

あらゆる施策に女性の視点を反映させていくためにも、政策・方針決定の場における女性の

参画を引き続き推進します。 

また、庁内においても女性が働きやすい職場づくりや、男性が家事や育児に参加しやすい環

境づくりに努め、男女がともに活躍できる職場環境を整えます。 

 

NNoo..  施施策策  施施策策のの概概要要  

１１  
審審議議会会等等へへのの女女

性性登登用用のの促促進進  

審議会等に女性を登用することを全庁的に取り組むため、各課におけるそれぞれ

の委員への女性の登用を推進するとともに、目標値の周知・啓発に取り組みます。 

主要事業 担当課 

女性委員の登用の促進 全課 

女性委員の登用の目標値の周知 総務課 

２２  
女女性性のの参参画画機機

会会のの提提供供  

町民の意見を行政に反映していくため、町民からの意見を収集するための交流の

場を設けるとともに、参画を促します。 

主要事業 担当課 

町民参画の機会の充実 全課 

女性の意見反映の機会の充実 全課 

３３  

庁庁内内ににおおけけるる

男男女女共共同同参参画画

のの徹徹底底  

行政が男女共同参画の推進を率先することができるよう、職員に対するセミナー

や研修への参加を促し、意識啓発を図るとともに、職場環境の整備・改善に取り

組みます。 

主要事業 担当課 

管理職等への女性職員の積極的登用 総務課 

播磨自治研修等への職員の派遣 総務課 

能力開発・職域拡大に向けた職員研修の実施 総務課 

ハラスメント防止に向けた職員研修の実施 総務課 

庁内における相談体制の充実 総務課 

産前・産後休業・育児休業・介護休業等の取得促進 総務課 
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第第５５章章  目目標標値値一一覧覧  

 

本計画で設定する目標値は次のとおりです。 

 

基基本本目目標標１１  男男女女共共同同参参画画のの意意識識づづくくりり  

  
項項        目目  デデーータタのの出出典典  

令令和和２２年年度度  

実実績績値値  

令令和和1122年年度度  

目目標標値値  

１ 

｢夫は外で働き、妻は家庭を守るべき｣という
考え方に同感しない町民意識の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 62.2％ 90.0％ 

広報誌・ホームページ等での男女共同参画
に関する情報発信 

総務課調べ １回/年 ４回/年 

男女共同参画社会実現に向けた啓発 
講座等のイベント実施回数 

総務課調べ １回/年 ２回/年 

２ 

男女共同参画について学んだり、教えられた
りしたことがある町民の割合 
（10歳～30歳代） 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

男性：54.0％ 
女性：46.3％ 

男性：100.0％ 
女性：100.0％ 

男女共同参画に関する職員研修の実施回数 教育課調べ １回/年 ２回/年 

家庭教育学級（保護者を対象にした講演会
等）の実施回数 

教育課調べ １回/年 １回/年 

３ 

男女共同参画について学んだり、教えられた
りしたことがある町民の割合（全体） 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

35.6％ 80.0％ 

人権啓発講演会の参加人数 教育課調べ 
294人 
（R1） 

325人 
以上 

地区別人権教室の参加者数 教育課調べ 
971人 
（R1） 

1,000人 
以上 
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基基本本目目標標２２  誰誰ももがが活活躍躍ででききるる環環境境づづくくりり  

  
項項        目目  デデーータタのの出出典典  

令令和和２２年年度度  

実実績績値値  

令令和和1122年年度度  

目目標標値値  

１ 

職場の中でみて、男女の地位が｢平等であ
る｣と思う町民意識の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

男性：37.6％ 

女性：30.3％ 

男性：90.0％ 

女性：90.0％ 

相談事業における相談件数 
ひと・まち・みらい課調
べ 

- 
50件以上

/年 

神河町における女性（25～44歳）の就業率 国勢調査 79.10% 
（H27） 

90.0％ 

２ 

家庭の中でみて、男女の地位が｢平等であ
る｣と思う町民意識の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

男性：48.4％ 

女性：29.1％ 

男性：90.0％ 

女性：90.0％ 

母親教室（プレママカフェ）の参加者数 健康福祉課調べ 
９回/70人 

（R1） 
12回/80人 

両親教室（プレパパプレママ教室）の参加者数 健康福祉課調べ 
２回/８組 

（R1） 
３回10組 

男性の育児休業の取得状況 
神河町男女共同参画 
アンケート調査 

7.4％ 増加 

３ 

ワーク・ライフ・バランスを内容まで知っている
人の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

男性：21.6％ 

女性：16.9％ 

男性：80.0％ 

女性：80.0％ 

ワーク・ライフ・バランスの希望がかなってい
る人の割合（生活の中における優先度で希
望と現実が一致している人の割合） 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

男性：28.3％ 

女性：26.0％ 

男性：50.0％ 

女性：50.0％ 

仕事と生活の調和や女性活躍推進に関する
制度への認定・登録企業・事業所数 

地域振興課調べ ０件 ３件以上 
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基基本本目目標標３３  誰誰ももがが安安全全・・安安心心にに暮暮ららせせるるままちちづづくくりり  

  
項項        目目  デデーータタのの出出典典  

令令和和２２年年度度  

実実績績値値  

令令和和1122年年度度  

目目標標値値  

１ 

企業・事業所へのハラスメント防止の啓発の
働きかけ 

 - １回以上/年 

（10年間のうちに） 
ＤＶを経験したことがある女性の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 3.2％ 減少 

（10年間のうちに） 
セクハラを経験したことがある女性の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 4.2％ 減少 

２ 

神河町に住んで良かった、生まれて 
よかったと感じる町民の割合 

アンケート調査 
（総合計画） 

74.1％ 90.0％ 

認知症カフェの実施回数 健康福祉課調べ １回/月 １回以上/月 

生活支援協議体数 健康福祉課調べ 
14地区/ 

40地区中 
全地区 

３ 

思春期保健事業（いのちの大切さ学び教室）
の実施回数/参加者数 

健康福祉課調べ 
13回/446人 

（R1） 
13回/490人 

がん検診受診率 健康福祉課調べ 

乳がん検診
34.4％ 

子宮がん検診
31.6％ 

60.0％以上 

４ 

地区防災計画の策定 住民生活課調べ ０区/40区 全区 

防災会議の女性委員数 住民生活課調べ １人 増加 

女性消防団員数 住民生活課調べ １人 ５人以上 

 

基基本本目目標標 44  ああららゆゆるる分分野野にに参参画画ででききるる社社会会づづくくりり  

  
項項        目目  デデーータタのの出出典典  

令令和和２２年年度度  

実実績績値値  

令令和和1122年年度度  

目目標標値値  

１ 

社会全体でみて、男女の地位が｢平等であ
る｣と思う町民意識の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

16.2% 50.0％ 

リーダー養成に関する研修・講座等の実施  - １回/年以上 

行政委員における女性登用の割合 総務課調べ 16.7％ 40.0％ 

２ 

自治会等の地域活動の場でみて、男女の 
地位が｢平等である｣と思う町民意識の割合 

神河町男女共同参画 
アンケート調査 

28.0% 40.0％ 

審議会等の女性割合 総務課調べ 18.8% 40.0％ 

能力開発・職域拡大に向けた職員研修の 
実施回数 

総務課調べ ２回/年 ３回/年 

町男性職員の育児休業取得率 総務課調べ 育児休業：１人 30.0％ 



62 

第第６６章章  計計画画のの推推進進ににああたたっってて  

１１  計計画画のの推推進進体体制制  

 

計画の推進にあたっては、総務課を中心として、庁内関係部局との連携の強化を図るとともに、

町民、関係団体、事業所等と協働しながら、男女共同参画の視点に立ち総合的に取り組みます。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２２  計計画画のの進進捗捗管管理理    

庁内の各課が実施する男女共同参画関連事業の評価・検証については、事業がどれだけ行われた

か（活動指標）、町民にどのような効果が表れたか（成果指標）を、数値により活動量や成果を把握

することが有効な取組については設定し、実行性のあるフォローアップを目指します。 

また、実施すること自体に意味のある取組や、数値による活動量や成果を把握することが難しい

取組に関しては、事業の施策に対する貢献度等についてヒアリングにより定期的に調査を行い、計

画の進捗管理を行います。 

また、国や県の動向についての情報収集に努め、計画期間中の社会情勢の変化に対応した新たな

施策についても実施状況の把握、進行管理の対象とします

○男女共同参画関連施策を総合的・計画的・効果的に推進するため、総合調整や進行管

理を行えるように、推進体制の構築・充実を図ります。 

○男女共同参画推進計画の見直しの際には「神河町男女共同参画推進計画策定委員

会」において、町民参加による進捗状況確認と検証等を行うことで、各施策の効果的な

推進に努めます。 

○神河町における関連する計画、施策との整合性を保ち、総合的な施策展開に努めます。 

○男女共同参画の推進を阻害する性別による差別的な人権侵害についての相談や、推進

に関する施策の苦情等に対応するための連携体制づくりを推進します。 

○国・県及び関係機関との連携に努めるとともに、他市町村との情報交換等を行い、連携を

深めます。 
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資資料料編編  

１１  用用語語解解説説  

英英字字  

●DV 

Domestic Violenceの略で、同居関係にある配偶者や内縁関係の間で起こる家庭内暴力のこと。 

●LGBT 

「L（レズビアン）女性の同性愛者」「G（ゲイ）男性の同性愛者」「B（バイセクシュアル）両性愛者」

「T（トランスジェンダー）身体と心の性が一致しない人」の４つの頭文字から表現した言葉で、性の多

様性を表す言葉。「セクシュアルマイノリティ」とも呼ばれ、L、G、B、T以外にも様々な人がいる。 

 

●Ｍ字カーブ 

女性の年齢別労働力率をグラフにすると、学校卒業後と子育て終了後を二つの山として、その間の子

育て期が谷のようになって、ちょうどＭの字のような形になっていることをいう。結婚・出産を契機に

退職、子育て後に再就職する女性が多いことを示している。諸外国に比べ日本の女性に顕著な傾向で、

その背景には育児を女性の仕事とする固定的な性別役割分担意識の強さ、仕事偏重になっている男性の

働き方、両立を支援する社会システムづくりの遅れ等が指摘され、少子化や男女の賃金格差を生み出す

要因ともいわれている。 

●ＮＰＯ 

Non-Profit Organizationの略。民間非営利組織等と訳され、医療・福祉、環境、文化・芸術、スポ

ーツ、まちづくり、国際協力・交流、人権・平和、教育、男女共同参画等多様な分野における自主的・

自発的な社会活動を行う団体のこと。平成 10 年３月に成立した「特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）」

は、法人格を取得し、社会的信用を高めることを目的としてＮＰＯを支援・育成していくためのもので、

宗教や政治活動を主な目的としないという前提で、公益のために活動することをＮＰＯ法人の要件とし

ている。 

 

ああ行行  

●育児・介護休業法 

正式名称は「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」。仕事と家庭

の両立支援策を充実するため、平成 21年６月に改正され、平成 22年６月 30日から施行された（た

だし一部の規定は、平成 24年６月 30日から施行された）。 

●エンパワーメント 

「em ＋ power」で「パワーを与える」という意味になり、男女共同参画の分野では女性が自らの意

識と能力を高め、家庭や地域、職場など社会のあらゆる分野で、政治的、経済的、社会的、文化的に力

をつけること、及びそうした力を持った主体的な存在となり、力を発揮し行動していくことをいう。 

 

かか行行  

●家族経営協定 

農業経営における家族の役割や貢献を適正に評価し、女性の地位向上と後継者の確保、民主的な家族

関係の確立をめざして、家族間で話し合って、営農計画の作成、労働報酬等の収益の分配方法、労働時

間や休日等の就業条件、資産譲渡等についてのルールを文書で取り決めておき、互いが良きパートナー

として参画できるよう家族経営の近代化を図ろうとするもの。 
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ささ行行  

●ジェンダー（社会的性別） 

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。人間には生まれついての生物学的性別（セックス／sex）

がある。一方、社会通念や慣習の中には、社会によって作り上げられた「男性像」、「女性像」があり、

このような男性、女性の区別を「社会的・文化的に形成された性別」（ジェンダー／gender）という。

「社会的・文化的に形成された性別」は、それ自体に良い、悪いの価値を含むものではない。 

●女性差別撤廃条約 

正式名称は「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関する条約」。男女の同一の権利の確保・様々

な分野における女性差別の根絶を目的に、1979 年国連総会において採択された条約。81 年発効。日

本は 85年加入。 

●ストーカー行為 

恋愛感情等の好意の感情や、その感情が満たされなかったことへの恨みの感情を満足させるため、同

一の相手に対し、執拗に「つきまとい」等の行為を繰り返して行うことをいう。 

●セクシャルマイノリティ 

同性愛者、両性愛者、半陰陽者、トランスジェンダー（性同一性障害を含む）など、性にまつわる場

面における少数派をいう。 

●セクシュアル・ハラスメント 

職場、学校、地域活動等において、相手の意に反した攻撃的で屈辱的な性的言動や勧誘により、仕事

等をしていく上で、一定の不利益を与えたり、環境を悪化させることをいう。 

 

たた行行  

●男女共同参画社会基本法 

男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにする

とともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共

同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進することを目的として、平成 11 年６月 23 日法律第 78

号として、公布、施行された。 

●男女雇用機会均等法 

正式名称は、「雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律」。雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保を図るとともに、女性労働者の就業に関して妊娠中及び出産後

の健康の確保を図る等の措置を推進することを目的とした法律。 

●デートＤＶ 

交際中の異性への暴力行為。なぐる、けるといった身体的な暴力のほか、罵倒（ばとう）する、金銭

を要求する、性行為を強要するなどの行為も含まれる。 

●ドメスティック・バイオレンス 

配偶者や恋人等のパートナーによる、なぐる、ける、物を投げつける等の身体的暴力や、ののしる、

おどす、無視をするなどの精神的暴力をはじめ、性的暴力や経済的暴力のことをいう。 

 

なな行行  

●ニーズ 

日常生活を営む上での必要な基本的なこと、又はそれが満たされていない状態のことで、一般には、

不満や要望の意味で用いられる。  
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はは行行  

●パワー・ハラスメント 

職権等の力を背景にして、本来の業務の範疇（はんちゅう）を超えて、継続的に人格と尊厳を侵害す

る言動を行い、就業者の働く関係を悪化させ、あるいは雇用不安を与えることをいう。 

●ポジティブ・アクション 

働くことや仕事に対する意欲の高い女性を積極的に登用し、能力を発揮してもらおうという企業の自

主的な取り組みや、それら制度のことをいう。 

 

まま行行  

●マタニティ・ハラスメント 

職場等において、妊娠・出産した方に対して、妊娠や出産をしたことが業務上支障をきたすという理

由で、精神的・肉体的ないやがらせを行い、ひどい場合には退職にまで至る行為をいう。 

 

わわ行行  

●ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和） 

老若男女誰もが仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発等、様々な活動について、自ら希望する

バランスで展開できる状態のこと。 
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２２  策策定定経経過過    

 
年年  月月  日日  委委員員会会等等  協協議議内内容容等等  

令和２年９月 24日 第１回 策定委員会 
○計画の策定について 

○調査の実施について 

平成 2年 11月 1日～ 

11月 16日 

住民意識調査及び 

企業・事業所調査の実施 
 

平成 2年 11月 13日～ 

11月 30日 
庁内ヒアリング ○各課実施事業の把握等 

令和２年１2月 14日 第２回 策定委員会 
○各種調査結果について 

○計画の骨子案について 

令和３年１月 29日 第３回 策定委員会 ○計画の素案について 

令和３年２月 1２日 第４回 策定委員会 ○推進計画(素案)について 
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３３  神神河河町町男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画策策定定委委員員会会設設置置要要綱綱  

 

(設置) 

第 1条 男女共同参画社会基本法(平成 11年法律第 78号。以下「法」という。)に基づく、男女

共同参画社会を実現することを目的に、神河町男女共同参画推進計画策定委員会(以下「委員

会」という。)の設置に関し、必要な事項を定めるものとする。 

(所掌事務) 

第 2条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 男女共同参画推進計画策定に関すること。 

(2) 男女共同参画推進計画策定に必要な連絡調整に関すること。 

(3) その他男女共同参画推進計画策定に必要なこと。 

(組織) 

第 3条 委員会は、委員 14名以内で構成する。 

2 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 

(1) 専門的な知識経験を有する者 

(2) 関係団体の代表者 

(3) 前 2号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 

3 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選により選出する。 

4 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 

5 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときはその職務を代理する。 

(任期) 

第 4条 委員の任期は、委嘱の日から計画の策定が完了するまでとする。 

(会議) 

第 5条 委員会の会議は、委員長が召集し、委員長がその会議の議長となる。 

2 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

3 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは議長の決するところによ

る。 

4 委員長は、必要があると認めるときは、第 3条第 2項に規定する委員以外の者の出席を求め、

説明又は意見を聞くことができる。 

(庶務) 

第 6条 委員会の庶務は、総務課において処理する。 

(委任) 

第 7条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 
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４４  神神河河町町男男女女共共同同参参画画推推進進計計画画策策定定委委員員会会名名簿簿  

 

（敬称略・順不同） 

職職  名名  氏氏    名名  備備    考考  

委 員 長 足 立  敏 子 神河町教育委員 

副 委 員 長 吉 岡  嘉 宏 神河町議会 

委 員 竹 國  民 代 神河町人権擁護委員 

委 員 廣 納  智 秋 神河町人権文化推進協議会 

委 員 辻 井  光 明 神河町社会教育委員 

委 員 髙 﨑  彌 生 神河町民生児童委員 

委 員 足 立  政 司 神河町連合 PTA 

委 員 山 名 真 由 美 神河町連合 PTA 

委 員 鵜 野  義 一 神河町赤十字奉仕団 

委 員 森 本  守 雄 神河町商工会 

委 員 荒 柴  孝 子 神河町社会教育指導員 

委 員 井 門 真 由 美 きらきら館 

委 員 井 上  好 美 公立神崎総合病院 

委 員 髙 橋  宏 安 教育課社会教育特命参事 
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５５  男男女女共共同同参参画画社社会会基基本本法法  

平成11年6月23日法律第78号 

目目次次  

前文 

第１章 総則（第１条―第12条）  

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策（第13条―第20条）  

第３章 男女共同参画会議（第21条―第28条）  

附則 

  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々

な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要と

されている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能

力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を21世紀の我が国社会を決定する最重要課題と

位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を図って

いくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かっ

て国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。 

 

第第１１章章  総総則則  

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある

社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理念を定め、並びに

国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的とする。  

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

 ⑴ 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆ

る分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び

文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。  

 ⑵ 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内において、

男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性別による

差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保されることその他の男女

の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固定的な役

割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及ぼすことにより、

男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会における制度又は

慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮

されなければならない。  
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（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公共団体に

おける政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が確保されることを

旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子の養

育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし、か

つ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行われなければならない。  

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有していることにかん

がみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以下「基本

理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的改善措置を含む。

以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の施策に準

じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有

する。  

（国民の責務） 

第10条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっとり、

男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

（法制上の措置等） 

第11条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上

の措置その他の措置を講じなければならない。  

（年次報告等） 

第12条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提出しなければな

らない。  
 

第第２２章章  男男女女共共同同参参画画社社会会のの形形成成のの促促進進にに関関すするる基基本本的的施施策策  

（男女共同参画基本計画） 

第13条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本計画」という。）を定

めなければならない。 

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 ⑴ 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するために必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の

決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画

を公表しなければならない。 

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。 
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（都道府県男女共同参画計画等） 

第14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社

会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）

を定めなければならない。 

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 ⑴ 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の大綱 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域に

おける男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同

参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又は変更

したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第15条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、

及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  

（国民の理解を深めるための措置） 

第16条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深めるよう適切

な措置を講じなければならない。  

（苦情の処理等） 

第17条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参画社会の形

成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及び性別による差別的

取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合における被害

者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究） 

第18条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究そ

の他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推進するように努める

ものとする。  

（国際的協調のための措置） 

第19条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国際機関との

情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推進を図るために必要

な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第20条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民間の団体が

男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供その他の必要な措置を

講ずるように努めるものとする。  

 

第第３３章章  男男女女共共同同参参画画会会議議  

（設置） 

第21条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  

（所掌事務） 

第22条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

 ⑴ 男女共同参画基本計画に関し、第 13条第３項に規定する事項を処理すること。 

 ⑵ 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成

の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 
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 ⑶ 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及び関係

各大臣に対し、意見を述べること。 

 ⑷ 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び政府の施

策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣及

び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織） 

第23条 会議は、議長及び議員24人以内をもって組織する。  

（議長） 

第24条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  

２ 議長は、会務を総理する。  

（議員） 

第25条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

 ⑴ 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 

 ⑵ 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命する者  

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の10分の５未満であってはならない。  

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数の10分

の４未満であってはならない。  

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。  

（議員の任期） 

第26条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任

期間とする。  

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。  

（資料提出の要求等） 

第27条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機関の長に対し、

監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めることが

できる。  

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者以外の

者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任） 

第28条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、

政令で定める。  

 

附附  則則  （（平平成成1111年年６６月月2233日日法法律律第第7788号号））  抄抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）は、廃止する。  

（経過措置） 

第３条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置法（以下「旧審議会設置法」という。）第１

条の規定により置かれた男女共同参画審議会は、第21条第１項の規定により置かれた審議会となり、

同一性をもって存続するものとする。 

２ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第４条第１項の規定により任命された男女共同参画審議会

の委員である者は、この法律の施行の日に、第23条第１項の規定により、審議会の委員として任命さ

れたものとみなす。この場合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、同条第２項の

規定にかかわらず、同日における旧審議会設置法第４条第２項の規定により任命された男女共同参画

審議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 
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３ この法律の施行の際現に旧審議会設置法第５条第１項の規定により定められた男女共同参画審議会

の会長である者又は同条第３項の規定により指名された委員である者は、それぞれ、この法律の施行

の日に、第24条第１項の規定により審議会の会長として定められ、又は同条第３項の規定により審議

会の会長の職務を代理する委員として指名されたものとみなす。  

 

附附  則則  （（平平成成1111年年７７月月1166日日法法律律第第110022号号））  抄抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成11年法律第88号）の施行の日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

 ⑴ 略 

 ⑵ 附則第 10条第１項及び第５項、第 14条第３項、第 23条、第 28条並びに第 30条の規定 公布の

日  

（委員等の任期に関する経過措置） 

第28条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従前の審議会その他の機関の会長、委員その他

の職員である者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委員その他の職員の任期を定め

たそれぞれの法律の規定にかかわらず、その日に満了する。 

 ⑴から⑽まで 略 

 ⑾ 男女共同参画審議会  

（別に定める経過措置） 

第30条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要となる経過措置は、別

に法律で定める。  

 

附附  則則  （（平平成成1111年年1122月月2222日日法法律律第第116600号号））  抄抄  

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成13年１月６日から施行する。ただし、次の各号

に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

 （以下略） 

 

  



76 

６６  配配偶偶者者かかららのの暴暴力力のの防防止止及及びび被被害害者者のの保保護護にに関関すするる法法律律  

目目次次    

前文  

第１章 総則（第１条・第２条）  

第１章の２ 基本方針及び都道府県基本計画等（第２条の２・第２条の３）  

第２章 配偶者暴力相談支援センター等（第３条―第５条）  

第３章 被害者の保護（第６条―第９条の２）  

第４章 保護命令（第10条―第22条）  

第５章 雑則（第23条―第28条）  

第５章の２ 補則（第28条の２）  

第６章 罰則（第29条・第30条）  

附則 

  

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実

現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、被

害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女

性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男

女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、

被害者を保護するための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に対する暴力を根絶しよう

と努めている国際社会における取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶

者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

第第１１章章  総総則則  

（定義） 

第１条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対する

不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有

害な影響を及ぼす言動（以下この項及び第28条の２において「身体に対する暴力等」と総称する。）を

いい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ

れた場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含むものとす

る。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者

を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上

離婚したと同様の事情に入ることを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第２条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害者の自立を支援すること

を含め、その適切な保護を図る責務を有する。 
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第第１１章章のの２２  基基本本方方針針及及びび都都道道府府県県基基本本計計画画等等  

（基本方針） 

第２条の２ 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第５項

において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する

基本的な方針（以下この条並びに次条第１項及び第３項において「基本方針」という。）を定めなけれ

ばならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第１項の都道府県基本計画及び同条第３項の市

町村基本計画の指針となるべきものを定めるものとする。 

⑴ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

⑵ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

⑶ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関の

長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

（都道府県基本計画等） 

第２条の３ 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「都道府県基本計画」とい

う。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

⑵ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関する事項 

⑶ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、当

該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計

画（以下この条において「市町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基本計画の作成のために必

要な助言その他の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第第２２章章  配配偶偶者者暴暴力力相相談談支支援援セセンンタターー等等  

（配偶者暴力相談支援センター） 

第３条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設において、当該各施設が

配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センター

としての機能を果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲げる業

務を行うものとする。 

⑴ 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を行う機関

を紹介すること。 

⑵ 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その他の必要な指導を行うこ

と。 

⑶ 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同伴する家族。次号、第

６号、第５条、第８条の３及び第９条において同じ。）の緊急時における安全の確保及び一時保護を

行うこと。 

⑷ 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関する制度

の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 
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⑸ 第４章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係機関への連絡その他の

援助を行うこと。 

⑹ 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その

他の援助を行うこと。 

４ 前項第３号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に

委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第４条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第５条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

 

第第３３章章  被被害害者者のの保保護護  

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第６条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する暴力に限る。以下この章

において同じ。）を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に

通報するよう努めなければならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通

報することができる。この場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治40年法律第45号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定は、前２項

の規定により通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病

にかかったと認められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用

について、その有する情報を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第７条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、

被害者に対し、第３条第３項の規定により配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内容について説

明及び助言を行うとともに、必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第８条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めるときは、警察法（昭和29年

法律第162号）、警察官職務執行法（昭和23年法律第136号）その他の法令の定めるところにより、暴力

の制止、被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第８条の２ 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方面につ

いては、方面本部長。第15条第３項において同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている

者から、配偶者からの暴力による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申

出を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定め

るところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教示その他配偶者からの暴力による被害の発

生を防止するために必要な援助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第８条の３ 社会福祉法（昭和26年法律第45号）に定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事

務所」という。）は、生活保護法（昭和25年法律第144号）、児童福祉法（昭和22年法律第164号）、母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）その他の法令の定めるところにより、被害者の自

立を支援するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 
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（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第９条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県又は

市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、その適切な保護が行われ

るよう、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第９条の２ 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情の申出

を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

 

第第４４章章  保保護護命命令令  

（保護命令） 

第10条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対

し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を受けた者に限る。以下この

章において同じ。）が、配偶者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの

更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。

第12条第１項第２号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合

にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後に、被

害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き

受ける身体に対する暴力。同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそ

れが大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、

被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。 

以下この条、同項第３号及び第４号並びに第18条第１項において同じ。）に対し、次の各号に掲げる事

項を命ずるものとする。ただし、第２号に掲げる事項については、申立ての時において被害者及び当

該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

⑴ 命令の効力が生じた日から起算して６月間、被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠として

いる住居を除く。以下この号において同じ。）その他の場所において被害者の身辺につきまとい、又

は被害者の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

⑵ 命令の効力が生じた日から起算して２月間、被害者と共に生活の本拠としている住居から退去す

ること及び当該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所

は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月を経

過する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるも

のとする。 

⑴ 面会を要求すること。 

⑵ その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

⑶ 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

⑷ 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、ファクシ

ミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

⑸ 緊急やむを得ない場合を除き、午後10時から午前６時までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装

置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

⑹ 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物を送付し、又はその知り

得る状態に置くこと。 

⑺ その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

⑻ その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を

害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に置くこと。 
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３ 第１項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以下この項及び次項並びに

第12条第１項第３号において単に「子」という。）と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を

連れ戻すと疑うに足りる言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居してい

る子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、

第１項第１号の規定による命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生

命又は身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して６月を経過する日までの間、当該子の住居（当

該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）、就学する学校その他

の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在す

る場所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該子が15歳以上である

ときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第１項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者と社会生活において密接

な関係を有する者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者を除く。以下この項及び次

項並びに第12条第１項第４号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な

言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関して配偶者と面会するこ

とを余儀なくされることを防止するため必要があると認めるときは、第１項第１号の規定による命令

を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられる

ことを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して６月を経過する日までの間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本

拠としている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につき

まとい、又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならな

いことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の15歳未満の子を除く。以下この項において同じ。）の同意（当

該親族等が15歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場

合に限り、することができる。 

（管轄裁判所） 

第11条 前条第１項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所がないと

き又は住所が知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第１項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもすること

ができる。 

⑴ 申立人の住所又は居所の所在地 

⑵ 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第12条 第10条第１項から第４項までの規定による命令（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に

掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

⑴ 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

⑵ 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者

から受ける身体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認める

に足りる申立ての時における事情 

⑶ 第10条第３項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該同居している子に

関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると

認めるに足りる申立ての時における事情 

⑷ 第10条第４項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者が当該親族等に関して配

偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに

足りる申立ての時における事情 
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⑸ 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号に掲げる事項について相談し、

又は援助若しくは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がない場合に

は、申立書には、同項第１号から第４号までに掲げる事項についての申立人の供述を記載した書面で

公証人法（明治41年法律第53号）第58条の２第１項の認証を受けたものを添付しなければならない。 

（迅速な裁判） 

第13条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第14条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期日を経なければ、これを発

することができない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申立ての目的を達することがで

きない事情があるときは、この限りでない。 

２ 申立書に第12条第１項第５号イからニまでに掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、当該配

偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求

めた際の状況及びこれに対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この

場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるも

のとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官署の

長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職員に対し、同項の規定によ

り書面の提出を求めた事項に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第15条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論を経

ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足りる。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日にお

ける言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は居所

を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、又は

援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第12条第１項第５号イからニ

までに掲げる事項の記載があるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内

容を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載された

配偶者暴力相談支援センターが２以上ある場合にあっては、申立人がその職員に対し相談し、又は援

助若しくは保護を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第 16条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明らかな事情があることに

つき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ず

るまでの間、保護命令の効力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原

裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第10条第１項第１号の規定による命令の効力の停止を命ずる場合において、同条

第２項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止

をも命じなければならない。 

５ 前２項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 
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６ 抗告裁判所が第10条第１項第１号の規定による命令を取り消す場合において、同条第２項から第４

項までの規定による命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければな

らない。 

７ 前条第４項の規定による通知がされている保護命令について、第３項若しくは第４項の規定により

その効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、

その旨及びその内容を当該通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第３項の規定は、第３項及び第４項の場合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場合につ

いて準用する。 

（保護命令の取消し） 

第17条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立てがあった場合には、当該

保護命令を取り消さなければならない。第10条第１項第１号又は第２項から第４項までの規定による

命令にあっては同号の規定による命令が効力を生じた日から起算して３月を経過した後において、同

条第１項第２号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から起算して２週間を経過し

た後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に

異議がないことを確認したときも、同様とする。 

２ 前条第６項の規定は、第10条第１項第１号の規定による命令を発した裁判所が前項の規定により当

該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第15条第３項及び前条第７項の規定は、前２項の場合について準用する。 

（第10条第１項第２号の規定による命令の再度の申立て） 

第18条 第10条第１項第２号の規定による命令が発せられた後に当該発せられた命令の申立ての理由と

なった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の

再度の申立てがあったときは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようと

する被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日から

起算して２月を経過する日までに当該住居からの転居を完了することができないことその他の同号の

規定による命令を再度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するもの

とする。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認める

ときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第12条の規定の適用については、同条第１項各号列記以外の部分

中「次に掲げる事項」とあるのは「第１号、第２号及び第５号に掲げる事項並びに第18条第１項本文

の事情」と、同項第５号中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第１号及び第２号に掲げる事項並び

に第18条第１項本文の事情」と、同条第２項中「同項第１号から第４号までに掲げる事項」とあるの

は「同項第１号及び第２号に掲げる事項並びに第18条第１項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第19条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは

謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明書の交付を請求することがで

きる。ただし、相手方にあっては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋

の期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第20条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証人がその

職務を行うことができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤

務する法務事務官に第12条第２項（第18条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の認

証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 

第21条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続に関しては、その性質に反し

ない限り、民事訴訟法（平成８年法律第109号）の規定を準用する。 
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（最高裁判所規則） 

第22条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で

定める。 

 

第第５５章章  雑雑則則  

（職務関係者による配慮等） 

第23条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項において「職

務関係者」という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を

踏まえ、被害者の国籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及び秘

密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関する理

解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第24条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の理解を深めるための教育及び

啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第25条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に資するため、加害者の更

生のための指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に関する調査研究の推進並び

に被害者の保護に係る人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第26条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民

間の団体に対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第27条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 

⑴ 第３条第３項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲

げる費用を除く。） 

⑵ 第３条第３項第３号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働

大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要する費用 

⑶ 第４条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用 

⑷ 第５条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他適当と認める者に委託

して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第４条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁しなけれ

ばならない。 

（国の負担及び補助） 

第28条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、

同項第１号及び第２号に掲げるものについては、その10分の５を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の 10分の５以内を補助することができる。 

⑴ 都道府県が前条第１項の規定により支弁した費用のうち、同項第３号及び第４号に掲げるもの 

⑵ 市が前条第２項の規定により支弁した費用 
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第第５５章章のの２２  補補則則  

（この法律の準用） 

第28条の２ 第２条及び第１章の２から前章までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係にお

ける共同生活に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該

関係にある相手からの身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等を

受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあった者から引き続き受ける

身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。この場合において、これら

の規定中「配偶者からの暴力」とあるのは「第28条の２に規定する関係にある相手からの暴力」と読

み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げ

る字句に読み替えるものとする。 

第２条 被害者 
被害者（第28条の２に規定する関係にある相手か

らの暴力を受けた者をいう。以下同じ。） 

第６条第１項 
配偶者又は配偶者であっ

た者 

同条に規定する関係にある相手又は同条に規定

する関係にある相手であった者 

第10条第１項から第４項まで、

第11条第２項第２号、第12条第

１項第１号から第４号まで及

び第18条第１項 

配偶者 第28条の２に規定する関係にある相手 

第10条第１項 
離婚をし、又はその婚姻

が取り消された場合 
第28条の２に規定する関係を解消した場合 

 

第第６６章章  罰罰則則  

第29条 保護命令（前条において読み替えて運用する第10条第１項から第４項までの規定によるものを

含む。次条において同じ。）に違反した者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

第30条 第12条第１項（第18条第２項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）又は第28条の２に

おいて読み替えて準用する第12条第１項（第28条の２において準用する第18条第２項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載のある申立書により

保護命令の申立てをした者は、10万円以下の過料に処する。 

 

附附則則〔〔抄抄〕〕  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。ただし、第２章、第６条

（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第７条、第９条（配偶者暴力相談支援センター

に係る部分に限る。）、第27条及び第28条の規定は、平成14年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 平成14年３月31日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相

談し、又は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に

関する第12条第１項第４号並びに第14条第２項及び第３項の規定の適用については、これらの規定中

「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第３条 この法律の規定については、この法律の施行後３年を目途として、この法律の施行状況等を勘

案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

    



85 

附附則則〔〔平平成成1166年年法法律律第第6644号号〕〕  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律（次項において「旧法」という。）第10条の規定による命令の申立てに係る同条の規定によ

る命令に関する事件については、なお従前の例による。 

２ 旧法第10条第２号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての理由となった身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの法律による改

正後の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第10条第１項

第２号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）があった場合におけ

る新法第18条第１項の規定の適用については、同項中「２月」とあるのは、「２週間」とする。 

（検討） 

第３条 新法の規定については、この法律の施行後３年を目途として、新法の施行状況等を勘案し、検

討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

附附則則〔〔平平成成1199年年法法律律第第111133号号〕〕〔〔抄抄〕〕  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に

関する法律第10条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、

なお従前の例による。 

附附則則〔〔平平成成2255年年法法律律第第7722号号〕〕〔〔抄抄〕〕  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して６月を経過した日から施行する。 

附附  則則〔〔平平成成2266年年法法律律第第2288号号〕〕〔〔抄抄〕〕  

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成27年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

⑴ 略 

⑵ 第２条並びに附則第３条、第７条から第10条まで、第12条及び第15条から第18条までの規定 平

成26年10月１日 

附附  則則〔〔令令和和元元年年法法律律第第4466号号〕〕〔〔抄抄〕〕  

（施行期日） 

第１条 この法律は、令和２年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

⑴ 附則第４条、第７条第１項及び第８条の規定 公布の日 

⑵ 第２条（次号に掲げる規定を除く。）の規定並びに次条及び附則第３条の規定 令和４年４月１日 

⑶ 第２条中児童福祉法第12条の改正規定（同条第４項及び第６項に係る部分並びに同条第１項の次

に１項を加える部分に限る。）及び同法第12条の５の改正規定 令和５年４月１日  
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７７  女女性性のの職職業業生生活活ににおおけけるる活活躍躍のの推推進進にに関関すするる法法律律  

平成27年法律第64号 

目目次次  

第１章 総則（第１条―第４条）  

第２章 基本方針等（第５条・第６条）  

第３章 事業主行動計画等  

第１節 事業主行動計画策定指針（第７条）  

第２節 一般事業主行動計画等（第８条―第18条）  

第３節 特定事業主行動計画（第19条）  

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表（第20条・第21条）  

第４章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置（第22条―第29条）  

第５章 雑則（第30条―第33条）  

第６章 罰則（第34条―第39条）  

附則 

 

第第１１章章  総総則則  

（目的） 

第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性がその個性と

能力を十分に発揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」という。）

が一層重要となっていることに鑑み、男女共同参画社会基本法（平成11年法律第78号）の基本理念に

のっとり、女性の職業生活における活躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方公共

団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業

生活における活躍を推進するための支援措置等について定めることにより、女性の職業生活における

活躍を迅速かつ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国

民の需要の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目

的とする。 

（基本原則） 

第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活における活躍に係る男女間の格差の実情を踏

まえ、自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓練、昇進、

職種及び雇用形態の変更その他の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通じ、かつ、

性別による固定的な役割分担等を反映した職場における慣行が女性の職業生活における活躍に対して

及ぼす影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるようにすることを旨として、行われなけ

ればならない。 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その

他の家庭生活に関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその他の家庭生活に関する事由

が職業生活に与える影響を踏まえ、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協力と社会の

支援の下に、育児、介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円滑に果

たしつつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備等により、男女の職業生活と家庭生活

との円滑かつ継続的な両立が可能となることを旨として、行われなければならない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本

人の意思が尊重されるべきものであることに留意されなければならない。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生活における活躍の推進についての基本原則

（次条及び第５条第１項において「基本原則」という。）にのっとり、女性の職業生活における活躍の

推進に関して必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない。 
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（事業主の責務） 

第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は雇用しようとする女性労働者に対する職業

生活に関する機会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境

の整備その他の女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努めるとともに、

国又は地方公共団体が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に協力しなければな

らない。 

 

第第２２章章  基基本本方方針針等等  

（基本方針） 

第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活における活躍の推進に関する施策を総合的かつ

一体的に実施するため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針（以下「基本方針」と

いう。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な方向 

⑵ 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する基本的な事項 

⑶ 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する次に掲げる事項 

イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関する重要事項 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、女性の職業生活における活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなけ

ればならない。 

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

（都道府県推進計画等） 

第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の区域内における女性の職業生活における活

躍の推進に関する施策についての計画（以下この条において「都道府県推進計画」という。）を定める

よう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められているときは、基本方針及び都道府県推進計画）

を勘案して、当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関する施策について

の計画（次項において「市町村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、遅滞

なく、これを公表しなければならない。 
 

第第３３章章  事事業業主主行行動動計計画画等等  

第第１１節節  事事業業主主行行動動計計画画策策定定指指針針  

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の推進に

関する取組を総合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に即して、次条第１項に規定

する一般事業主行動計画及び第15条第１項に規定する特定事業主行動計画（次項において「事業主行

動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなけ

ればならない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項につき、事業主行動計画の指針となるべきも

のを定めるものとする。 

⑴ 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容に関する事項 

⑶ その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行動計画策定指針を定め、又は変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 
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第第２２節節  一一般般事事業業主主行行動動計計画画  

（一般事業主行動計画の策定等） 

第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業主」という。）であって、常時雇用する労働

者の数が300人を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計画（一般事業主

が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下同じ。）を定め、

厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出なければならない。これを変更したとき

も、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 計画期間 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

⑶ 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、厚生

労働省令で定めるところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の

差異、労働時間の状況、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその事業におけ

る女性の職業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するため

に改善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この

場合において、前項第２号の目標については、採用する労働者に占める女性労働者の割合、男女の継

続勤務年数の差異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合その

他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを労働者に周知させるための措置を講じなければならない。 

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働省令

で定めるところにより、これを公表しなければならない。 

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、一般事業

主行動計画に定められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が300人以下のものは、事業主行動計画策定指針に即

して、一般事業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣に届け出るよ

う努めなければならない。これを変更したときも、同様とする。 

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、又は変更しようとする場

合について、第４項から第６項までの規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行動計画を定め、

又は変更した場合について、それぞれ準用する。 

（基準に適合する一般事業主の認定） 

第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項の規定による届出をした一般事業主からの申請に基づ

き、厚生労働省令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組に関し、当該取組の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省令で定める

基準に適合するものである旨の認定を行うことができる。 

（認定一般事業主の表示等） 

第10条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第20条第１項において「認定一般事業主」という。）

は、商品、役務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に用いる書類若しくは通信その

他の厚生労働省令で定めるもの（次項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める表示を付

することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を付し

てはならない。 

（認定の取消し） 

第11条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のいずれかに該当するときは、第９条の認定を取

り消すことができる。 

⑴ 第９条に規定する基準に適合しなくなったと認めるとき。 

⑵ この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 
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⑶ 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

（委託募集の特例等） 

第12条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働者の

数が300人以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業主団体をし

て女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を行わせようと

する場合において、当該承認中小事業主団体が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭

和22年法律第141号）第36条第１項及び第３項の規定は、当該構成員である中小事業主については、適

用しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他の特

別の法律により設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令で定めるもの又は一般社団

法人で中小事業主を直接又は間接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当するものに

限る。）のうち、その構成員である中小事業主に対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組を実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うものであって、その申請に基づいて、厚生

労働大臣が、当該相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準に適合する旨の承認を

行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する基準に適合しなくなったと認めるときは、

同項の承認を取り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第１項に規定する募集に従事しようとするときは、厚生労働省令で定める

ところにより、募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生労働省令で

定めるものを厚生労働大臣に届け出なければならない。 

５ 職業安定法第37条第２項の規定は前項の規定による届出があった場合について、同法第５条の３第

１項及び第４項、第５条の４、第39条、第41条第２項、第42条第１項、第42条の２、第48条の３第１

項、第48条の４、第50条第１項及び第２項並びに第51条の規定は前項の規定による届出をして労働者

の募集に従事する者について、同法第40条の規定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事

する者に対する報酬の供与について、同法第50条第３項及び第４項の規定はこの項において準用する

同条第２項に規定する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第37条

第２項中「労働者の募集を行おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関す

る法律第12条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第41条第

２項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替えるものと

する。 

６ 職業安定法第36条第２項及び第42条の３の規定の適用については、同法第36条第２項中「前項の」

とあるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させようとする者がその被用者以外の者に与

えようとする」と、同法第42条の３中「第39条に規定する募集受託者」とあるのは「女性の職業生活

における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第12条第４項の規定による届出をして労働

者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第２項の相談及び援助の実施状況について報告を求

めることができる。 

第13条 公共職業安定所は、前条第４項の規定による届出をして労働者の募集に従事する承認中小事業

主団体に対して、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基づき当該募

集の内容又は方法について指導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図るものとする。 

 

（一般事業主に対する国の援助） 

第14条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規定により一般事業主行動計画を策定しようとする一般

事業主又はこれらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労働者

への周知若しくは公表又は一般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように相談その他の

援助の実施に努めるものとする。 
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第第３３節節  特特定定事事業業主主行行動動計計画画  

第15条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特定事

業主」という。）は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針に即して、特定事業主行動

計画（特定事業主が実施する女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。

以下この条において同じ。）を定めなければならない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 計画期間 

⑵ 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施により達成しようとする目標 

⑶ 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更しようとするときは、内閣府令で定めるとこ

ろにより、採用した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の状況、管

理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職業生活にお

ける活躍に関する状況を把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改善すべき事情につ

いて分析した上で、その結果を勘案して、これを定めなければならない。この場合において、前項第

２号の目標については、採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の

割合、勤務時間、管理的地位にある職員に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定め

なければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知さ

せるための措置を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表しなけ

ればならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施するとともに、特定事業主行動計画に定め

られた目標を達成するよう努めなければならない。 

第第４４節節  女女性性のの職職業業選選択択にに資資すするる情情報報のの公公表表  

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第16条 第８条第１項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、

又は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関

する情報を定期的に公表しなければならない。 

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で定めるところにより、職業生活を営み、又

は営もうとする女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職業生活における活躍に関す

る情報を定期的に公表するよう努めなければならない。 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第17条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする女性の職

業選択に資するよう、その事務及び事業における女性の職業生活における活躍に関する情報を定期的

に公表しなければならない。 
 

 

第第４４章章  女女性性のの職職業業生生活活ににおおけけるる活活躍躍をを推推進進すするるたためめのの支支援援措措置置  

（職業指導等の措置等） 

第18条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の

支援その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業生活

を営み、又は営もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関の紹介その

他の情報の提供、助言その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部を、その事務を適切に実施することができ
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るものとして内閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該事務に従事していた者は、正当な理由なく、

当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（財政上の措置等） 

第19条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する地方公共団体の施策を支援するために必要

な財政上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

（国等からの受注機会の増大） 

第20条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公

庫その他の特別の法律によって設立された法人であって政令で定めるものをいう。）の役務又は物件の

調達に関し、予算の適正な使用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活における活躍

に関する状況又は女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主

（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するも

のとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施策を

実施するように努めるものとする。 

（啓発活動） 

第21条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活における活躍の推進について、国民の関心と理解を深

め、かつ、その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとする。 

（情報の収集、整理及び提供） 

第22条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する取組に資するよう、国内外における女性の

職業生活における活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。 

（協議会） 

第23条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生活における活躍の推進に関する事務及び事業を

行う国及び地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」という。）は、第18条第１項の規定

により国が講ずる措置及び同条第２項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係る事例その他の女

性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を活用することにより、当該区域において女性の職業

生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施されるようにするため、関係機関によ

り構成される協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域内において第18条第３項の規定による事務

の委託がされている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員として加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員として

加えることができる。 

⑴ 一般事業主の団体又はその連合団体 

⑵ 学識経験者 

⑶ その他当該関係機関が必要と認める者 

 

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下この項において「関係機関等」という。）が相互の連

絡を図ることにより、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機関等の連携

の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関する取組につ

いて協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表

しなければならない。 

（秘密保持義務） 

第24条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の

事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（協議会の定める事項） 

第25条 前２条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 
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第第５５章章  雑雑則則  

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第26条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要があると認めるときは、第８条第１項に規定する

一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。 

（権限の委任） 

第27条 第８条から第12条まで及び前条に規定する厚生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるとこ

ろにより、その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

（政令への委任） 

第28条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施のため必要な事項は、政令で定める。 
 

第第６６章章  罰罰則則  

第29条 第12条第５項において準用する職業安定法第41条第２項の規定による業務の停止の命令に違反

して、労働者の募集に従事した者は、１年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処する。 

第30条 次の各号のいずれかに該当する者は、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第18条第４項の規定に違反した者 

⑵ 第24条の規定に違反した者 

第31条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第12条第４項の規定による届出をしないで、労働者の募集に従事した者 

⑵ 第12条第５項において準用する職業安定法第37条第２項の規定による指示に従わなかった者 

⑶ 第12条第５項において準用する職業安定法第39条又は第40条の規定に違反した者 

第32条 次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 

⑴ 第10条第２項の規定に違反した者 

⑵ 第12条第５項において準用する職業安定法第50条第１項の規定による報告をせず、又は虚偽の報

告をした者 

⑶ 第12条第５項において準用する職業安定法第50条第２項の規定による立入り若しくは検査を拒み、

妨げ、若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述をした者 

⑷ 第12条第５項において準用する職業安定法第51条第１項の規定に違反して秘密を漏らした者 

第33条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務

に関し、第29条、第31条又は前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に

対しても、各本条の罰金刑を科する。 

第34条 第26条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者は、20万円以下の過料に処する。 
 

 

附附  則則  抄抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第３章（第７条を除く。）、第５章（第28条を除

く。）及び第６章（第30条を除く。）の規定並びに附則第５条の規定は、平成28年４月１日から施行す

る。 

（この法律の失効） 

第２条 この法律は、平成38年３月31日限り、その効力を失う。 

２ 第18条第３項の規定による委託に係る事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密につ

いては、同条第４項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項に規定する

日後も、なおその効力を有する。 

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り得た秘密については、第24条の規定（同条

に係る罰則を含む。）は、第１項の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用については、この法律は、第１項の規定にかかわ

らず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。 

（政令への委任） 
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第３条 前条第２項から第４項までに規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、

政令で定める。 

（検討） 

第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過した場合において、この法律の施行の状況を勘案し、必

要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講

ずるものとする。 
 

附附  則則  （（平平成成 2299年年３３月月 3311日日法法律律第第 1144号号））  抄抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成29年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に

定める日から施行する。 

⑴ 第１条中雇用保険法第64条の次に１条を加える改正規定及び附則第35条の規定 公布の日 

⑵・⑶ 略 

⑷ 第２条中雇用保険法第10条の４第２項、第58条第１項、第60条の２第４項、第76条第２項及び第

79条の２並びに附則第11条の２第１項の改正規定並びに同条第３項の改正規定（「100分の50を」を

「100分の80を」に改める部分に限る。）、第４条の規定並びに第７条中育児・介護休業法第53条第５

項及び第６項並びに第64条の改正規定並びに附則第５条から第８条まで及び第10条の規定、附則第

13条中国家公務員退職手当法（昭和28年法律第182号）第10条第10項第５号の改正規定、附則第14条

第２項及び第17条の規定、附則第18条（次号に掲げる規定を除く。）の規定、附則第19条中高年齢者

等の雇用の安定等に関する法律（昭和46年法律第68号）第38条第３項の改正規定（「第４条第８項」

を「第４条第９項」に改める部分に限る。）、附則第20条中建設労働者の雇用の改善等に関する法律

（昭和51年法律第33号）第30条第１項の表第四条第八項の項、第32条の11から第32条の15まで、第

32条の16第１項及び第51条の項及び第48条の３及び第48条の４第１項の項の改正規定、附則第21条、

第22条、第26条から第28条まで及び第32条の規定並びに附則第33条（次号に掲げる規定を除く。）の

規定 平成30年１月１日 

（罰則に関する経過措置） 

第34条 この法律（附則第１条第４号に掲げる規定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に対す

る罰則の適用については、なお従前の例による。 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第35条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 
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